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序 文 

 

 

 日本国政府は、カザフスタン国政府の要請に基づき、カスピ海沿岸石油産業

公害防止管理能力向上計画に係る調査を実施することを決定し、独立行政法人

国際協力機構がこの調査を実施いたしました。 

 

 当機構は、平成 18 年 4 月から平成 19 年 7 月まで、日本工営株式会社の奥

田到氏を団長とし、日本工営株式会社及び日本オイルエンジニアリング株式会

社から構成される調査団を現地に派遣し、計画対象地域における現地調査を実

施し、カザフスタン国政府関係者との協議を重ね、2007 年 8 月には最終報告書

が完成いたしました。 

 

 この報告書が北部カスピ海の汚染防止に寄与するとともに、両国の友好・親

善の一層の発展に役立つことを願うものです。 

 

 終わりに、調査にご協力とご支援を戴いた関係各位に対し、心より感謝申し

上げます。 

 

 

 

平成 19 年 8月 

 

 

 

 

独 立 行 政 法 人 

国 際 協 力 機 構 

理 事  松 本  有 幸 
 



伝 達 状 

 

独立行政法人 国際協力機構 

理事 松本 有幸 殿 

 

今般、カザフスタン国カスピ海沿岸公害防止管理能力向上計画調査に関わる最終報告書を

ここに提出いたします。 

北部カスピ海においては、石油・ガス資源の開発が進められており、多様な生物の宝庫と

も言われ、地域住民にとって貴重な漁業資源を有する同地域が環境破壊を蒙ることが懸念

されています。係る状況に対処すべく、平成 18年 4月から平成 19 年 7 月までパイロット・

プロジェクトの実施を含む現地調査を実施し、平成 19 年 8 月には、北部カスピ海の公害防

止マスタープランを策定しました。 

カザフスタン国の石油・ガス産業は環境問題の重要性を認識していますが、石油・ガス産

業は急速に発展しており、環境破壊のリスクが増している状態です。調査団はカザフスタ

ン政府が本報告書の十分なレビューを行い、本マスタープランに示した活動及び提言を実

行し、カスピ海地域の環境劣化を防止することを期待します。 

調査期間中に多大なご支援、ご協力を賜った貴機構、経済産業省、外務省および在カザフ

スタン国日本大使館、貴機構カザフスタンリエゾン事務所の関係各位、さらに、カザフス

タン国の皆様、特に本調査に積極的に参加した環境保護省、水文気象庁、その他関連機関

およびステアリング・コミティ・メンバーの各位に対して、心より感謝の意を表します。 

本調査の一連の成果が、北部カスピ海の汚染防止に貢献するとともに、日本とカザフスタ

ン両国の友好と親善の一層の発展に寄与すことを切に願います。 

 

平成 19 年 8月 

カスピ海沿岸石油産業公害防止

管理能力向上計画調査団 

団長 奥田 到 
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USEPA United States Environmental Protection Agency 米国環境保護庁 

USMS ENR Unified State Monitoring System of Environment and 
Natural Resources 

環境・自然資源国家統一モニタリ

ングシステム 

WB World Bank  世界銀行 
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第 1 章 序論 

1.1 はじめに 

カザフスタン国（以下カ国）内のカスピ海北東部沿岸域は石油資源に恵まれ、国内資源

の約 47%が沿岸州のアティラウ州とマンギスタウ州に分布している。同地域の石油・ガ

ス生産は、海上油田の開発に伴いこの 20-30 年で大幅に増大することが想定されている。

しかし、公害防止制度の整備が遅れており、大気、土壌、水の汚染が顕在化するおそれ

がある。特に水没した廃井周辺の汚染、生産設備からの排水、随伴ガスによる大気汚染、

大量に発生するイオウの処理、送油中の流出事故などが問題となってきている。こうし

た状態を放置したままであれば多様な生物の宝庫とも言われ、地域住民にとって貴重な

漁業資源を有するカスピ海北東部は環境破壊を蒙ることが懸念されている。そのため、

2003 年にカ国政府は、日本政府に対して、上述の環境問題に対処し、公害を防止するた

めの政府組織・職員の能力開発に資する開発調査を要請した。これを受け、独立行政法

人国際協力機構（JICA）は 2005 年 11 月に事前調査団を派遣し、S/W 文書を締結し、本

調査を実施することとなった。 

1.2 目的および調査地域 

1.2.1 目的 

本調査はカスピ海及び沿岸域の石油産業活動による環境悪化を緩和するための環境管理

能力の開発を目的とする。 

1.2.2 調査地域 

調査地域を目次の前に示した。調査地域は遠浅で生態学的にも重要なカスピ海北東域で

あり、アティラウ州とマンギスタウ州の北部を含む。 

1.3 参加機関 

1.3.1 カザフ側の機関 

本調査の主なカウンターパート機関は環境保護省および同省傘下の水文気象庁であった。

石油産業に関連する環境問題は様々な機関が関連していることから、本調査では、環境

保護省、水文気象庁、エネルギー鉱物資源省、非常事態省、農業省および経済予算計画

省がプロジェクト運営委員会（ステアリング・コミティー）の委員となった。ステアリ

ング・コミティは、環境保護省副大臣ブラリエフ氏が委員長を務めた。調査をとおして

４回のステアリング・コミティが開催された。また、アティラウ州政府、エネルギー鉱

物資源省の地質委員会、石油企業、地域の分析ラボやその他の機関が調査に参加した。 

1.3.2 JICA 調査団 

JICA は 12 名の専門家から構成される JICA調査団をカ国に派遣した（以下 JICA 調査団あ

るいは調査団と称する）。  

1.4 調査の実施 

本調査は 2006 年 3 月から 2007 年 8 月までの 1 年半で実施される。図 1.4.1 に本調査の

全体の流れを示す。調査は、以下の図に示すとおり、3つのフェーズから成る。 

• 現状把握（フェーズ１） 

• パイロット・プロジェクトの実施（フェーズ２）  
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• マスタープランの策定（フェーズ３）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：JICA 調査団 

図 1.4.1  調査の全体工程 
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第 2 章 調査地域の現況 

2.1 環境及び社会状況 

2.1.1 環境の状況 

(1) カスピ海の現状 

カスピ海はロシア南部からイラン北

部にかけて広がる世界で最も大きな

自然湖で、その面積は 371,000km2 に

及ぶ。 

水深は中部から南部では 200m をこえ

るが、北部では浅い。特に北東地域

では、陸域･海域ともに沿岸の傾斜が

非常に小さい。水際線から 50km 移動

しても水深は通常 2m 以下しか変化し

ない。傾斜が極めて小さいため、海

水位の変動は海岸地域の環境状況及

び経済活動に大きな影響を及ぼす。

1978 年にカスピ海の継続的な著しい

水位上昇が始まり、18 年間（1978

年-1996 年）継続した。この間、カスピ海の水位は 2.4m 上昇し、1996 年からは高い水位

レベルで安定している(海抜約-27m)。海水位の長期的な変動とは別に、嵐により海岸域

に重要な影響が生じる。もう一つのカスピ海の重要な環境条件は氷結することである。

氷結期間は 3～4 ヶ月に及ぶ。通常、カスピ海の北東部は冬季、完全に氷に閉ざされる。

平均的な北カスピ海における氷の厚さは、25-60cm である。寒冷な年には厚さが 130cm に

達する場所もある。 

(2) 水質/底質 

1) 水質 

一般環境の状況のモニタリングは水文気象庁の責任下にある。水文気象庁は 2004 年にモ

ニタリング計画を改定し、年 4 回サンプリングを実施している。2005 年 2 月に実施され

た 4箇所の水質モニタリング結果の平均値は表 2.1.1 に示すとおりである。 

表 2.1.1 2005 年 2月の水質調査結果 
ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ 温度 pH SS DO BOD5 NO3 塩分 SO4 Ca Mg りん酸 Fe

- °C - mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L
USEPA 6.5-8.5 0.3
MPC - - - 6 3 40 11900 3500 610 940 0.1
分析結果 0.1 7.28 3.75 6.9 1.675 0.97 800 495 99.5 346.1 0.04 0.29

ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ
フェノール
化合物

油分 Mn Hg As Cr(VI) Cu Zn Pb Cd Ni Na+K

- mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L mg/L
USEPA 0.05 0.00094 0.0036 0.005 0.0031 0.081 0.0081 0.0088 0.0082
MPC 0.001 0.05 0.05 0.001 0.01 0.001 0.005 0.05 0.01 0.005 0.01 7100
分析結果 0.0006 0.054 0.029 ud 0.019 0.006 0.0097 0.108 0.038 0.002 0.0237 488
出典: 水文気象庁  

pH は 7.3、溶存酸素は 6.9mg/L、BOD5は 1.7mgO2/L であった。油分は 0.054mg/L でありカ

国基準の最大許容濃度（MPC）をわずかに超えていた。MPC の超過は重金属にみられた。

これらは鉛の 0.038mg/L やヒ素の 0.019mg/L、六価クロムの 0.006mg/L などである。しか

し、基準値は海洋水の基準であり河川水の基準と比較すると特に有害な重金属の値は超

出典: 水文気象庁 
図 2.1.1 カスピ海縦断面図 
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過していない。カスピ海北東部は塩分濃度が低く（約 3‰）比較的閉鎖された水域である

ことから、海洋水の基準を超えていることが直ちに問題であるとはいえない。 

水文気象庁は定期的な調査とは別に、2006 年 6 月に水没油井及び建設中の油井周辺での

調査を実施した。フェノール類は 0.0005mg/L 以下、油分は 0.018-0.044mg/L であり、こ

れらは MPC 以下であった。この調査で油分が低かったことから考えると、実際に流出が

起きている地点でサンプリングしなければ高濃度の油分は検出されないと考えられる。  

2) 底質 

通常、汚染物質は底質中に蓄積するため、底質は環境状況の良い指標となる。底質調査

はカスピ海環境プログラム（CEP）が 2001 年および 2005 年に実施している。概して、調

査結果からは深刻な汚染は確認されなかった。全ての分析結果は NOAA-USA の規程する

PEL (影響を及ぼす可能性のあるレベル) 以下であった。 

また、水文気象庁は 2006 年 6 月に水質調査と同じ地点で底質調査を実施した。本調査に

おいても深刻な汚染は確認されなかった。pH は 7.5-9.1、油分は 0.079-0.280mg/kg であっ

た。重金属については、カドミウムが 0.053-0.623mg/kg、鉛が 1.77-3.26mg/kg、ニッケル

は 1.77-6.79mg/kg であった。これらの調査結果は概ね本調査で実施した底質調査結果と

同様である（パイロット・プロジェクトの章を参照されたい）。これらの結果から判断

すると、北部カスピ海の底質は深刻な汚染を受けていない。これは本地域の汚染源は広

域かつ、まばらに位置していること、また殆どの陸上汚染源が蒸発池を運用しており

（もしくは油田への再注入により）カスピ海に排水を排出していないためと考えられる。 

 (3) 海岸域の大気質 

2005 年に水文気象庁によって実施された大気環境モニタリングによれば、アティラウ市

内の平均値は表 2.1.2 に示すとおりである。 

表 2.1.2 2005 年の大気環境モニタリング結果 
単位 : mg/m3 

パラメーター PM SO2 CO NO2 H2S NH3 
MPC (24 時間平均) 0.15 0.05 3 0.04 - 0.04 
MPC (20 分最大) 0.5 0.5 5 0.85 0.008 0.2 
平均濃度 0.162 0.0043 0.91 0.02 0.006 0.0088 
最大濃度 0.8 0.009 3 0.07 0.004 0.03 
出典 : 水文気象庁 

 

平均値及び最大値は浮遊粒子状物質（PM）1を除いて MPC（Maximum Permissible 
Concentration：最大許容濃度）を下回っている。また、浮遊粒子状物質の超過もわずかで

ある。カ国では、大気汚染レベルを評価するため、浮遊粒子状物質、二酸化硫黄、一酸

化炭素、二酸化窒素、アンモニアの 5 種類の大気汚染物質の濃度から計算される大気汚

染指標（API）が一般に用いられる。1990 年から 2002 年にアティラウ市内で観測された

データによれば、API は 1990-1991 年の 3.3-4.6 から 2000-2002 年の 2.5-1.8 に減少した。

この値は大気環境モニタリングが実施されているカ国の都市の中では最も低い値である。

北部カスピ海地域の大気汚染源は主に石油・ガス企業及びエネルギーに係る企業である。 

(4) 環境脆弱性 

カスピ海北東部はカスピ海アザラシ（1999 年で 415,000～435,000 頭が生息すると推定）

やチョウザメ類（1990 年代後期で 11,000 トン）の生息地であるほか、季節によって移動

                                                
1 粒子状物質（PM）の分析にはカ国で用いられている標準分析手法であり、旧ソ連時代から採用さ

れている分析規格 GOSTの規格番号 RD 52.04.186-89 を用いた。 
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する魚類の回遊ルートであり、渡り鳥などの営巣地である。本地域は漁業の重要な場で

あるとともに、100 万トン(約 10 億ドル)の商業用魚類が生息する地域である。このよう

な理由により、重要な種の季節的な分布を明確にするとともに、湿原等の環境面で脆弱

性を有する地域や環境汚染の進行した地域、生態的資源や石油汚染の影響を引き起こし

うる施設を一つにとりまとめて表示した環境脆弱性地図が作成されている。本地域にお

ける環境脆弱性指標地図作成の試みとして、例えば、CEP はカスピ海の環境脆弱性の評

価（カスピ海地域国家緊急対応センター(2001)2、Mitrofanov3）を行っているが、これを

受けて農業省森林・狩猟委員会を中心としたワーキンググループが発足しており、詳細

評価が実施される予定となっている。またカシャガン油田開発プロジェクトの EIA 調査

で Agip KCO（Agip KCO4）が北カスピ海の環境脆弱性地図（図 2.1.2）を作成している。 

本地域ではカスピ海アザラシやチョウザメの大量死がしばしば報告されている。1968 年

のカスピ海アザラシの大量死の記録によれば、2000 頭が死亡している。1997 年には、

6,000 頭の死亡が報告されている。2000 年の 4 月～8 月にかけては、11,000 頭が死亡し

ている。2006 年には 337 頭のカスピ海アザラシの死亡、及びチョウザメの死亡がカラカ

ムスで報告されている。このような大量死と石油開発の関係はしばしば取り沙汰されて

いるが確たる証拠は示されていない。 

2.2 社会経済 

2005 年 1 月 1 日のアティラウ州の人口は 463,500 人であった。州の平均人口密度は 3.9

人/km2 である。アティラウ市の 2005 年 1 月 1 日の人口は 198,500 人であり、州人口の

42.8%であった。2000年 1 月 1 日のマンギスタウ州の人口は 317,100 人であった。州の平

均人口密度は 1.9 人/km2であり、カ国では最も低い。アクタウ市の 2000 年 1 月 1 日の人

口は 157,300 人であり、州人口の 49.4% であった。2004 年の一人当たりの GDP および

GRDP は 333,700 テンゲ(全国)および 1,396,300 テンゲ(アティラウ州)である。 

 

                                                
2 Caspian National Thematic Center on Emergency Response, 2001, Report on acquisition of information related 
to sensitive points as part of national and regional Action Plan on Oil Spill Response, GEF-UNDP. 
3 Mitrofanov, I. V., 2001, Review and Evaluation of Impact on fauna of invertebrates, fish, birds and marine 
mammals of Kazakhstan Part of the Caspian Sea by Heavy Metals, Pesticides and Hydrocarbons, Caspian 
Environment Programme. 
4 Agip KCO, 2002, Kashagan Experimental Program Technical Substantiation for Selection of Construction 
Options, Volume 4, Preliminary Environmental Impact Assessment. 
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出典 : Kashagan Experimental Program, Technical Substantiation for Selection of Construction Options, Volume 4,  
Preliminary Environmental Impact Assessment, 2002 

 

図 2.1.2 カスピ海北東部の環境脆弱性図 
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第 3 章 既存および計画段階の石油およびガス生産設備 

3.1 石油関連企業 

カスピ海沿岸のアティラウ州およびマンギスタウ州に位置する石油企業は表 3.1.1 に示

すとおりである。TCO および Agip KCO を除き石油開発は主としてカズムナイガス（傘下

にエンバムナイガスとウゼムニナイガスが存在）およびカズムナイガスとの合弁企業に

より実施されている。  

表 3.1.1 アティラウ州とマンギスタウ州の石油及びガス企業 

企業名  
開発分野 アティラウ 州 マンギスタウ州 

・エンバムナイガス* ・ウゼムニナイガス*  
石油・ガス開発 

（陸上） 
・テンギスシェブロイル（TCO） 
・マチン 
・アルナオイル 
・サザンクラック 

・カラクズクムナイ 
・アルマン 
・カザフツルクムナイ 

カズムナイテニズ* 石油・ガス開発 
（海上） ・アジップ（Agip KCO） － 
製油所 ・アティラウ製油所 － 

（ガス精製所） ・テンギスシェブロイル（TCO） － 
カズトランスオイル* 

・ CPC パイプライン 
・ カラチャガナクパイプライン 

－ 
 

石油・ガス輸送 
（ターミナル） 

カズトランスガス* 
注）* はカズムナイガスの子会社 

出典：JICA調査団 
 

3.2 石油埋蔵量及び石油・ガス生産量 

石油の可採埋蔵量については、テンギス油田 10.6 億トン、カシャガン油田 20.2 億トン、

カズムナイガス社 2.7 億トンと見込まれている。各企業の石油生産量は表 3.2.1 に示す

とおりである。アティラウ州とマンギスタウ州の合計石油生産量はカ国全体の石油生産

量（2003 年：51,275,633 トン）の約 45％を占めている。カズムナイガスのガス生産量

（2003 年）は 13 億 m3に達している。 

表 3.2.1 企業別石油生産量 

アティラウ州（2006 年） マンギスタウ州（2006 年）  
企業名 石油生産量（千ﾄﾝ） 企業名 石油生産量（千ﾄﾝ）

Embamunaigaz 2,801 Uzenmunaigaz 6,750 
Matin 173 Mangistaumunaigaz 5,742 
Arna oil 257 Karakudukmunai 702 
Sazankurak 198 Arman 164 
Tengizchevroil
（TCO） 

13,300 
Kazazhanbasnunai 2,324 

合 計 16,729 合 計 15,682 
出典：エネルギー鉱物資源省 
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図 3.2.1  北カスピ海沿岸の石油・ガス開発図 

 

出典：カスピ海石油開発図を参考に JICA 調査団が作成

 

 

凡 例 

□ 未開発油田・ガス田 

△ 試掘・開発中の油田・ガス田 

▲ 生産中の油田・ガス田 

開発計画中の油田・ガス田の鉱区 

Kashagan 

油田 Tengiｚ 

油田 
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3.3 石油・ガス生産設備 

石油・ガス生産施設、精油施設及び輸送施設は表 3.3.1～3 に示すとおりである。また、

これらの施設の位置を図 3.3.1 に示す。 

表 3.3.1 運転中の石油・ガス生産設備 

種類 アティラウ州 マンギスタウ州 
 陸上 海上 陸上 海上 
油田(注 1) 38+14 1（Kashagan）+1 10＋21 1 
ガス田 － － 5 － 
生産基地(注 2) 8/8 4/4 11/11 1/1 
製油所(注 2) 1/1 － － － 
ガス精製所(注 2) (注 3) 1/1 － － － 
ターミナル(注 2) 3/3 － 1/1 

注 1)：稼動油田＋休止（廃止）油田、注 2)：稼動設備/設置設備、注 3)：TCO設備 
出典：CEP Industrial Survey Part 1 Pollution Loads（2000年 5 月） 
 

表 3.3.2 製油所およびガス精製所 

項目 製油所 ガス精製所 
場所 アティラウ市内 TCO生産設備に隣接 
能力 原油処理：110,000 ﾊﾞｰﾚﾙ/日 

（5,000,000 ﾄﾝ/年） 
LPG生産能力：976x3 ﾄﾝ/日 
販売用ガス：3,700x3 ﾄﾝ/日 

改造 2006 年に高ｵｸﾀﾝｶﾞｿﾘﾝおよび低硫

黄軽油の生産のための設備を新増

設 

2004 年に随伴ｶﾞｽの有効利用のため LPG
および販売用ガスを精製する設備を新

設・稼動 
環境対策 ・ 硫黄回収装置（回収率 98％） 

・ 排水処理装置（活性汚泥） 
・酸性ガス除去装置（スイートニング装

置） 
出典：JICA調査団（現地調査結果および各社への質問事項への回答（2006 年 6 月）） 
 

表 3.3.3 輸送所（ターミナル） 

州 会社（ﾀｰﾐﾅﾙ）名 場所 タイプ 
カズトランスオイル ｳﾗﾙ川右側 原油輸送ﾀｰﾐﾅﾙ 

CPC ｳﾗﾙ川右側 原油輸送ﾀｰﾐﾅﾙ 
ｶﾗﾁｬﾝｶﾞｵｲﾙ ｳﾗﾙ川右側 原油輸送ﾀｰﾐﾅﾙ 

カズトランスガス 6 箇所 ガス昇圧ﾀｰﾐﾅﾙ 

 
 

アティラウ 

 ｳﾗﾙ川岸 船舶への燃料油補給ﾀｰﾐﾅﾙ 
－ ｱｷﾀｳ港 海上ﾀﾝｶｰ原油輸送ﾀｰﾐﾅﾙ マンギスタウ 

カズトランスガス 3 箇所 ｶﾞｽ昇圧ﾀｰﾐﾅﾙ 
出典：JICA調査団（現地調査結果および各社への質問事項への回答（2006 年 6-7 月）） 
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出典：カスピ海開発図、現地ヒヤリング 

 

図 3.3.1  石油・ガス関連設備位置図 

ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝﾀｰﾐﾅﾙ（CPC, KTO, KCT） 

Kashagan (海上＆陸上) 

Atyrau 製油所 

Tengiz（TCO） 

ガス化学 Complex 

石油廃棄物処分場 

Akytau 港 

稼動中石油・ガス 関連設備

将来計画設備 

油ターミナル（稼動中） 

建設中の石油関連設備 

水没廃坑井戸の区域 

ガスターミナル（稼動中） 
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3.4 石油・ガス開発および生産計画 

長期計画ではカ国の石油採掘量を下記のように想定しており、カスピ海エリアからの大

幅な石油採掘の増量が予定されている。（石油採掘のための人工島＋プラットフォーム

は現状 2基から 2015年には 56 基（1,100 坑井）と大幅に増加すると想定されている）。 

表 3.4.1 カ国の石油採掘量（予測） 
石油採掘量（予測） 掘削エリア 

2005 年 2010 年 2015 年 
カスピ海エリア 0.005 億ﾄﾝ 0.400 億ﾄﾝ 1.000 億ﾄﾝ 

TCO＆KIO 0.218 億ﾄﾝ 0.451 億ﾄﾝ 0.519 億ﾄﾝ 
TCO＆KIC を除く陸上 0.389 億ﾄﾝ 0.335 億ﾄﾝ 0.273 億ﾄﾝ 

合計（全カザフスタン） 0.612 億ﾄﾝ 1.186 億ﾄﾝ 1.792 億ﾄﾝ 
出典：カスピ海カザフスタン・セクター開発国家プロジェクト（長期計画） 
 

尚、Kashagan からの石油採掘量はカスピ海エリアからの採掘量の約 60％と予想されてい

る。 

表 3.4.2 北カスピ海地域で予想される石油採掘量 
カスピ海エリアからの石油採掘量（予測） 掘削エリア 

2005 年 2010 年 2015 年 
北カスピ海(Kashagan) 0.05 億ﾄﾝ 0.22 億ﾄﾝ 0.60 億ﾄﾝ 
その他（海上油田） 0.00 億ﾄﾝ 0.18 億ﾄﾝ 0.40 億ﾄﾝ 

合 計 0.05 億ﾄﾝ 0.40 億ﾄﾝ 1.00 億ﾄﾝ 
出典：カスピ海カザフスタン・セクター開発国家プロジェクト（長期計画） 

 
これらの計画を実行するため、各段階で下記の活動が計画されている。 

• 第一段階：北カスピ海のモニタリング、データベースの構築、国家石油・ガス企業の

形成、探鉱エリアの入札と交渉（Agip KCO が獲得）の他に、新しい輸出用パイプラ

インルートおよび海上開発に伴う石油輸送方法の検討が実施されている。 

• 第二段階では、海上採掘が開始され採掘量が増加し経済効果が拡大するほか、国家石

油・ガス開発プロジェクトのオペレーター機能遂行能力の実現、国際環境基準に適合

するための環境保全に関わる要求の遂行、追加的自然保護処置の策定と処置が計画さ

れており、輸出用新石油パイプラインの稼動とそれに続く新規パイプラインルートの

調査が予定されている。 

• 第三段階では、海上採掘量が安定的高水準に達し、海上石油・ガス開発が本格化する

のに伴い、石油・ガス輸出のための追加設備の稼動開始、随伴成分の完全な活用を保

障する石油・ガス関連産業の整備、石油・ガスを原料とする化学製品生産の展開等が

計画されている。 

 
3.5 パイプライン 

表 3.5.1 は原油パイプラインの計画及び稼動を要約したものである。石油及びガス生産

量の増大に伴い新たな輸出用パイプラインが建設されている。原油輸出用パイプライン

については、以下のとおりである。 

• 第一次新規輸出用パイプラインはカ国の原油生産量が 0.92 億トン/年（うちカスピ海

エリアで 0.21 億トン/年）に達した時点（2010年）から必要である。 
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• 第二次新規輸出用パイプラインはカ国の原油生産量が 1.4 億トン/年（うちカスピ海エ

リアで 0.64 億トン/年）に達した時点（2012 年）から必要である。 

ガスパイプラインについては中央アジアガスパイプラインの輸送能力を、2005 年には

400 億 m3、2010 年には 650 億 m3まで増強する予定である。この外下記のガスパイプライ

ンの新設が検討されている。 

表 3.5.1 カ国の原油輸送パイプライン設備 
輸送能力（ﾊﾞｰﾚﾙ/日）

ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ ﾙｰﾄ 距離 
（ﾏｲﾙ） 2001/2002 2010/2015

運転中のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ  
Atyrau-Samara Atyrau, Kazakhstan to Samara, Russia 432 310,000 500,000 
Baku-Novorossiisk Baku, Azerbaijan, via Chechnya, to 

Novorossiisk, Russia/Black sea (Northern 
route)  

868 100,000 300,000 
 

Baku-Novorossiisk Baku-Novorossiisk via Dagestan Russia 204 120,000 360,000 
 

Baku-Supsa Baku to Supsa, Georgia/Black sea  515 100,000 100,000 
Caspian Pipeline 
Consortium(CPC) 

Tengiz oil field, Kazakhstan to 
Novorossiisk, 

980 560,000 1,340,000
 

建設中、計画中のﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ 
Baku－Ceyhan (BTC) 
（2006 年 5 月完成） 

Baku to Tbilisi, Georgia, to Ceyhan, 
Turkey/Mediterranean 

1,040 1,000,000 1,000,000

Iran oil swap 
（建設中） 

Neka(Iranian port) to Persian Gulf, oil will 
be swapped for equivalent amount 

208 175,000 370,000 

Kazakhstan-
Turkmenistan 
-Iran (計画中)  

Kazakhstan via Turkmenistan to Kharg 
Island, Iran on Persian Gulf 

930 1,000,000 1,000,000

Kazakhstan-China   
（建設中） 

Aktyubinsk, Kazakhstan to Xingjian, China 613 200,000 400,000 

出典 : CRS Report for Congress（2005 年 3月） 
 

3.6 石油・ガス化学工業 

原油増産に伴う多量の随伴ガス（余剰ガス）の有効利用と石油・ガス化学工業の育成、

石油化学製品の国内需要の充足を目的に、第三段階で石油・ガス化学設備の建設と稼動

が計画されている。  

3.7 環境問題と対策 

3.7.1 フレアーガス対策 

「カスピ海カザフスタン・セクター開発国家プロジェクト」ではフレアーガスの現在ま

での累計焼却量は数千億ｍ3 と推定している。 アティラウ州では現在、フレアーガスの

排出量は単独では集計されておらず、フレアーからの汚染物質が、汚染物質排出量の一

部として把握されている。一方、マンギスタウ州では、各年（9 ヶ月間）のフレアーガス

量を把握している。 

2004 年の石油法に基づき、随伴ガス（フレアー）の焼却は緊急時を除き原則禁止されて

おり、2006 年 7 月 1 日に各企業から提出されたフレアーガス処理計画が、エネルギー鉱

物資源省、環境保護省、非常事態省による協議で承認されている。 
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3.7.2 副産物対策 

石油及びガス生産に係る副産物としては、(ⅰ) 硫黄及び (ⅱ) コークスが挙げられる。

石油産業の操業に伴う副産物（硫黄）は販売できない場合（3ヶ月以上保管された場合）

には、廃棄物として取り扱われる。現在 TCO には約 900 万トンの固形硫黄が保管されて

いるが、中国向けの出荷が開始されたことに伴い保管量は減少し 2015 年には 500 万トン、

2020 年には 200 万トンになると予想されている（TCO パンフレットによる）。 

 

ブロック硫黄の保管状況 硫黄の破砕・出荷作業 

図 3.7.1  保管されている硫黄の状況 
 

3.7.3 油汚染土壌 

アティラウ州及びマンギスタウ州における汚染土壌修復の状況は、表 3.7.1及び表 3.7.2

に示すとおりである。 

表 3.7.1 アティラウ州における汚染された土地（2004－2005） 
企業名 汚染土壌（ha） 

（2004 年初） 
修復（ha） 

（2004-2005 年実績(%)） 
未対策（ha） 
（2005 年末） 

Tengizchevroil 1,720.890 13.400 (1)  1,707.490 
Embamunaigaz 1,961.456 108.31 (6) 1,853.146 
KazMunaiGaz-Telf 4.07 4.07 (100) 0 
Arnaoil 3.16 3.16 (100) 0 
KazMunaigaz-Burenie 155.0 130.0 (84) 25.0 

合   計 3,844.576 261.94 (7) 3,585.636 
出典：アティラウ州の環境状況（2004 および 2005） 
 

表 3.7.2  マンギスタウ州における汚染された土地（2004－2005） 
企業名 汚染土壌（ha） 修復（ha） 

 
未対策（ha） 

Uzenmunaigaz 114.8 6.0（5 ％） 108.8 
Zhetybaimunaigaz 367.4 5.4（2 %） 362.0 
Kalamkasmunaigaz 65.3 20.7（33 %） 44.6 
Karazhanbasmunaigaz 552.7 0.9 (0 %) 551.8 

合  計 1,100.2 33.0（3 ％） 1,067.2 
注）オイルピットは算入されていない 
出典：マンギスタウ州環境白書 
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 3.7.4 水没廃油井 

地質委員会では全国 1,383 個の廃油井（水没廃油井を含む）の調査が終了し、位置（座

標、GIS 化）および状況が把握されている。水没廃油井はアティラウ州沿岸のみ調査され

ており、マンギスタウ州沿岸は把握されていない。  

 3.7.5 廃棄物 

2005 年のアティラウ 州の主要な石油産業からの廃棄物の発生量は表 3.7.3に示すとおり

である。廃棄物管理の強化に伴い全体として発生量は減少傾向にある。 

表 3.7.3 主要な石油企業からの廃棄物量（アティラウ州） 
単位：トン 

企業名 2004 年 2005 年 

Tengizchevroil 841,568 674,651 

Embamunaigas 38,138 27,558 

アティラウ石油パイプライン管理局 362 245 

Agip KCO 1,315 2,524 

合計 881,382 704,978 

出典：アティラウ州の環境状況（2004 および 2005） 
 

3.8 国家流出油対応計画(NOSRP 2000)の検証 

国際的なガイドライン(IPIECA :International Petroleum Industry Environmental 

Conservation Association) にしたがって、国家流出油対応計画(NOSRP)案を検証した。 

総論 

• 戦略的な分野は記載されているが、具体論が制定されていないので詳細を規定すべき

である。 

• 既存の NOSRP は、2005 年の 1 月に有効期限が切れているので早期の改訂が必要であ

る。 

各論 

NOSRP の各章に対する詳細コメントは、メインレポートの表 3.5.1に示すが、具体論的な

流出油対応策、資機材、及び通信関連の記載が十分でない状態である。  
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第 4 章 公害防止の組織制度 

4.1 環境法令 

カ国の環境法令は旧ソ連時代の体系を踏襲している。1991 年の独立後、環境保護法

(1997)、水法典(1993)、環境審査法(1997)、特別自然保護区法(1997)、大気汚染法

(2002)などが制定され、旧ソ連時代の法律の更新が進められてきたが、既存の法体系は

依然としてわかりにくく、基本法は抜本的な見直しが必要となっていた。このためステ

ークホルダーとの協議を交えた環境保護法の改正が 2005 年 6 月に行われ、その結果策定

された環境法典は議会で承認され、2007 年初頭に施行された。環境法典のうち幾つかの

条項は即座に施行され、他 46 の条項は法典を紹介する布告中で明記されているように、

二次法を必要としている。 

4.2 環境審査と環境影響評価（EIA） 

旧ソ連国の法体系における新規プロジェクトの環境影響評価および承認のシステムは、

環境審査（Environmental/Ecological Expertise）あるいは政府環境レビュー（State 

Environmental Review, SER）として知られており、カ国もこの制度を踏襲している。政

府環境レビューは環境保護省地方局の業務であるが、大規模プロジェクトは環境保護省

本省が審査を行う。1993 年および 1996 年に出された政府指針に従い OECD 諸国で見られ

るような環境影響評価の要求事項が追加されており、ステークホルダーが正式にプロジ

ェクトに提言するプロセスとしてパブリック環境レビューも導入された。これらの結果、

カ国における環境影響評価は提案事業の環境側面を検討する柔軟なツールへと変革して

いるところである。 

4.3 環境許可制度と環境基準 

天然資源を取得し利用する際には許可とライセンスが必要であり、森林・漁業・狩猟に

ついては農業省森林・漁業・狩猟委員会が、水資源の利用については農業省水資源委員

会が、石油/ガス及び鉱物資源についてはエネルギー鉱物資源省地質委員会がそれぞれ管

轄している。産業活動からの排気/排水について許可条件（以下、「排出許可」という）

を定めるのは環境保護省である。規制対象となる事業内容や許認可制度で規制される汚

染物質などの要件は非常に多く、カ国許可制度を非常に複雑かつコストの掛かるものに

しており、要求事項の高さとは裏腹に実行性が確保されない状況になっている。 

しかし最近、新環境法典が採用されたことに続き許可条件が簡素化されることになって

おり、数百あった規制対象物質も最も危険な 40 化学物質に限定される見通しである。国

の上限値はこれら化学物質ごとに決められ、汚染の排出割当量も地域ごとに決められる

ことになる。石油産業などの大企業については環境基準や排出許可について代替システ

ムが適用されることが想定される。このシステムは利用可能最適技術（Best Available 

Technology, BAT）の導入に応じて特定の産業プロセスや産業区分ごとに特定技術排出基

準（Technical Specific Emission Standards）が設定されるもので、複合許可

（Complex Permits）として知られる総合環境許可の基礎となるものである。このように

カ国では EU や他の OECD 諸国で公害防止に活用されている利用可能最適技術の概念を部

分的に取り入れ始めている。しかし、利用可能最適技術を評価・選択し、複合許可に適

格性のある産業施設を選ぶなど制度を再構築するプロセスは、膨大な作業になると思わ

れる。  
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4.3.1 経済的手段と環境基金 

公害防止の主要な財源は許認可制度に直接関わる課徴金制度である。徴収料（基本料）

は環境利用許可の最大許容排出量/最大許容汚濁負荷量（MPE/MPD）に対し徴収されるも

ので、罰金（超過料）は制限値を超えて排水/排気/廃棄する場合に徴収されるものであ

る。罰金は企業の自主報告とそれを点検・監視する州環境資源利用局（DUCER）によって

支えられている。 

許認可制度と同様、課徴金制度は外部や石油企業からいろいろと批判されている。主要

な批判としては、 

• 徴収金や罰金が小額のため企業が環境パフォーマンスを改善させるインセンティブと

して働かない。  

• 制度は公害防止よりも財源確保のためにデザインされているようである。 

• 集められた徴収金や罰金のうち環境管理/保全に使われる額が相対的に少ない。 

• 徴収金と罰金の課徴が公平でない。 

• 許認可制度や MPE/MPD 制度と同様、課徴金制度は非常に複雑で毎年更新されるので、

企業側も行政側も計算と交渉に多くの時間とコストが掛かる。 

罰金の増額や徴収された罰金の環境利用への目的化など、課徴金制度の見直しが進めら

れている。しかし、課徴金制度の複雑さ、不透明さ、不公平さなどを批判する声は大き

い。環境法典では大手石油企業に対する新特定技術排出基準や複合許可導入に伴い利用

可能最適技術（BAT）を導入することが考えられているが、徴収金や罰金を算定する仕組

みは現状維持されるようである。 

4.4 環境管理に関わる組織 

4.4.1 環境保護省 

カ国の環境管理について中心的な役割を担う組織は環境保護省（Ministry of 

Environmental Protection, MoEP）である。環境保護省は本省に 111 名の技術スタッフ

と 31 名の環境保護規制委員会のスタッフを有している。 加えて、同省は 16 の地方局

（14 州およびアルマティとアスタナ）にそれぞれ約 80 名のスタッフを抱えている。環境

保護省の環境管理上の戦略は 2003 年末に発表された「カザフスタン生態安全基本理念

2004-2015」に基づくものである。本長期戦略では、現状は汚染物質の削減と削減レベル

での状態維持に努めている初期段階にある。3 ヵ年行動計画は本理念に沿って策定された

もので、現在の計画は 2007 年までのものである。 

4.4.2 水文気象庁（KAZHYDROMET） 

水文気象庁は 1999 年 3 月 2 日付カザフスタン共和国政府令 No.185 に従い設立された、

環境保護省管轄の国レベルのサービス機関のひとつであるが、財政的には同省から独立

している。同庁には 2,443 名のスタッフがおり、水文気象の観測や研究に従事している。

国家環境モニタリングはその一部であり、土壌、大気および水質の定期モニタリングを

行っている。水文気象庁は環境保護省のインスペクションや環境関連法令の施行のため

のサンプリングや分析は行っておらず、一般環境モニタリングは工場からの排気や排水

のモニタリングとは全く切り離されている。しかし、水文気象庁は環境保護省とともに

個別の環境問題に対処するために組織される、地域あるいは国レベルの委員会のメンバ

ーになることがある。 
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4.4.3 州政府 

地方レベルの環境管理は、州レベル（および一部の郡レベル）の環境機関である州環境

資 源 利 用 管 理 局 （ Akimat Departments of Use and Control of Environmental 

Resources, DUCER）によって実施される。DUCERの職員数は約 1,500 人で、各州や州レベ

ルの市の平均職員数は 80 人であるが、職員数はその地域における産業の重要性の度合い

によって変化する。DUCER は行政管理上または予算上はアキマットの一部であるが、技術

的な事項は環境保護省の管轄下にある。汚染課徴金の徴収、排出のモニタリング、州環

境プログラムの管理が主な DUCERの環境管理事項である。DUCER の集める課徴金は州予算

の 20%を占めており、このため特にアティラウのような石油生産地域においてアキマット

の地位が高まっている。 

4.4.4 非常事態省 

カスピ海の石油産業に最も関係がある同省組織は、アティラウを拠点としマンギスタウ

にも支所を持つ海洋インスペクション・サービス局、および海底油田に関わる国家イン

スペクション及び安全管理局である。現在の海洋インスペクション・サービス局には漏

油に対応できるだけの能力はない。（大手石油企業は漏油事故に対する対応策の準備が

進んでいる。Agip KCO は拠点のバウチノに 1,000 m2の漏油事故対応設備を有しており、

漏油事故対応センターをアティラウのウラル川沿いに建設する予定である。） 

海洋インスペクション・サービス局は 1999 年発表の海洋安全規則および海底油田施設建

設に関する技術規則の施行の責務を負っており、海底あるいは沿岸の石油探査・生産施

設、パイプラインなどのインスペクションを実施することがある。また、技術的安全性、

火災、安全衛生などに責任を持ち、安全に関わる機器のライセンスや証明書を発行して

いる。インスペクションの結果、安全でない機器や活動が判明した場合は、そのような

活動を停止させ、必要な追加インスペクションのために課金を行う権限を有する。 

4.4.5 エネルギー省 

エネルギー省は石油・ガス探査および生産業務に係る許可証発行を管轄している。ただ

し、環境要件がそうした許可証に付与されているか、もしくはどのような環境要件が付

与されているかについては明らかではない。エネルギー省は硫黄の利用と廃棄に係る産

業界ワーキンググループの組織化を主導しているほか、石油及びガスに係る生産分配協

定（Production Sharing Agreements, PSAs）の環境条件を定めている。 

4.4.6 農業省 

農業省は水資源など天然資源の利用に係る許可証発行を管轄している。また、取水ある

いは再注入水や冷却水の利用などに際して、石油・ガス探査および生産業務に係る許可

証発行にも関与していると考えられる。しかし、そのような許可証に環境要件が付与さ

れているのかどうか、もしくはどのような環境要件が付与されているのかは明らかでは

ない。 

4.5    汚染源コントロール  

4.5.1 はじめに 

公害防止制度は複雑な許認可、基準、課徴金制度に基づくもので、その執行は公的な環

境監査や環境インスペクションなど行政機関による「国家環境コントロール」（=法令遵

守エンフォースメント）と「生産環境コントロール」（=企業自身による環境パフォーマ

ンスの自主報告）によって行われている。アティラウでは、アティラウ環境保護局の環

境検査部が環境監査と環境インスペクションの実施主体であり、石油・ガス企業 37 社を
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含む 140 社が対象となっている。 

4.5.2 環境監査・インスペクション・モニタリング制度 

(1) 生産環境コントロール 

1) 企業の年次計画とモニタリング計画の提出 

企業は産業分野別に用意されたフォーマットに従って年次計画をアティラウ環境保護局

に提出しなければならない。年次計画とは環境管理に関する包括的な文書で、一般的に

は大気、水への予期される汚染負荷や廃棄物について述べている。アティラウ環境保護

局は文書を確認し、必要に応じて修正を指示し、環境ライセンスを承認する。承認され

た年次計画に応じて、企業はモニタリング計画を策定し、アティラウ環境保護局より承

認を得るために提出する。モニタリング計画は環境保護局の細則に基づき企業が個別に

策定している。 

2) 企業による環境モニタリング 

各企業は承認されたモニタリング計画（項目、位置、頻度、方法、使用する機器などを

記載）に基づき、環境モニタリングを実施する（典型的なモニタリング項目については

本報告書 5 章を参照のこと）。企業の自主モニタリング結果は企業の規模に応じて月１

回から年１回の頻度で環境保護局に報告される。1年間分のモニタリング結果はライセン

スを保有するコンサルタントにより年次モニタリング報告書として取りまとめられ、環

境保護局に提出される。新環境法典によると、現在は企業の年次計画や年次モニタリン

グ結果は一般市民が入手可能となっている。 

 (2) 国家環境管理 

環境面での法令遵守を確保するため、環境保護省は環境インスペクションを実施する。

インスペクションではその場で企業の様々な許可、文書、モニタリング記録を審査し、

検査する。アティラウ環境保護局は環境保護省本省の指導のもと年一回のフィールド・

インスペクションを含む包括的なインスペクションを実施している。環境保護省による

インスペクションの結果は年次報告書に記載され公表される。環境法典によると、現在

は 5 種類のインスペクション（計画インスペクション、臨時インスペクション、クロ

ス・インスペクション、パトロール・インスペクション、総合インスペクション）が行

われている。 

(3) 違反の取締り 

環境保護省は企業のモニタリング報告書によって排出/排水の許可量と実際の量を比較し、

実際の量が許可された量を上回る場合は罰金を課す。インスペクションによって環境法

違反が明らかとなった場合には、検査官は行政処分または罰則処分を行う。環境被害が

生じた場合、企業は金銭的賠償のための請求を受ける。企業は請求を受け入れて罰金を

支払うことも裁判を起こすことも可能である。裁判所はその請求を詳細に検討するので、

検査官は事件を証明するため違反の証拠となる文書を提出しなければならない。継続的

な汚染の場合、検査官は裁判所に稼動停止の必要性を証明する文書を提示して関連する

ユニットやプラントの稼動停止命令を出す場合がある。  

(4) 環境監査 

新環境法典は 2 種の監査を規定している。義務監査は環境問題が起こったとき、企業の

組織改正や倒産の際に行われる。自主監査は企業自らが始めるケースおよび保険会社や

投資家など企業に関心のあるものが始めるケースがある。 
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4.5.3 公害防止のエンフォースメントの問題 

厳格な汚染源管理を実施するため行政側も企業側も相当に努力していることは、以下か

らも明白である。 

• 様々な排出源からの詳細な排出/排水データが存在しかつ報告されている。 

• 汚染課徴金がモニタリング/インスペクションデータに基づいて徴収されている。

2005 年にはアティラウの環境規則違反に対する罰金（追加となる義務的支払い）の

総額は、11 億テンゲであり、環境利用許可に基づく料金（義務的支払い）は 37 億テ

ンゲである。 

• アティラウ環境保護局は企業が実施している汚染源管理対策の詳細を把握し、その内

容をアティラウ環境保護局年報で報告している。これらの対策は州と企業が共に実施

する 3 ヵ年州環境計画の一部となっている。 

一方、現行の公害防止制度の実施が検査官と企業の双方にとって多大な重荷となってい

ることも事実である。例えば、アティラウの環境検査部は以下のような問題を抱えてい

る。 

• 企業の環境計画やモニタリング報告書といった検査官が処理する情報の量が膨大であ

る。 

• 企業の公害対策を審査する技術専門家が不足している。 

• 環境保護省に分析ラボがないため、インスペクション結果を分析で科学的に裏づける

ことが十分にできない。 

• 検査業務のための移動が多い。 

• 急速な経済成長により検査対象企業が増加している。 

同様に企業もまた増大する環境規則に関わる要求への対応に苦慮している。現行のエン

フォースメント制度への批判として、上述したようにシステムの複雑さ、曖昧さ、不公

平さが挙げられている。 
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第 5 章 環境モニタリング 

5.1 カ国の環境モニタリングの基本的枠組み 

カ国の法制度の下では、環境モニタリングは環境保全のみならず自然資源の有効利用の

ために実施され、モニタリング結果は一般に公表することとなっている。2007 年始めに

公布された新環境法典も同様のモニタリングの枠組みを採用しており、環境保護省は環

境・自然資源国家統一モニタリングシステム（USMS ENR、以下「国家統一モニタリン

グシステム」とする）の構築をすすめるとともに、環境保護省環境モニタリング部の主

導の下で環境情報の共有を推進しており、環境保護省の情報分析センター及び水文気象

庁がこれを支援することとなっている。 

5.2 北部カスピ海地域の環境モニタリング 

5.2.1 概 要 

環境保護省と水文気象庁の間には明確な環境モニタリングの権限分担がある。環境保護

省には排出源モニタリングの責任があるのに対し、水文気象庁は一般環境のモニタリン

グを実施している。カスピ海における定期的なモニタリングは、水文気象庁が実施して

いる。農業省、保健サービス省及びアティラウ州といった、いくつかの国家及び地方政

府機関が陸域およびウラル川でモニタリングを実施している。現在、水文気象庁はアテ

ィラウ水文気象センターのラボラトリを、北部カスピ海の地域的な環境モニタリング活

動を管理するための「地域環境モニタリングセンター」としてアップグレードしている

ところである。 

5.2.2 サンプリング地点 

(1) 大気質サンプリング地点 

アティラウ水文気象センターによると、アティラウ市にはサンプリングポイントが 2 地

点設置されている。大気環境状況の広域的な把握や製油所、油田、硫黄保管所、その他

の汚染源付近の大気汚染の状況を把握するために、サンプリング地点の増設が望まれる。  

(2) 水質サンプリング地点 

水文気象センターのウラル川下流お

よびカスピ海の水質サンプリング地

点は、図 5.2.1 に示すとおりである。

環境保護局、州政府、その他の関係

機関はそれぞれ個別に関心を持つ地

域があることから、これらの機関の

ニーズも検討してモニタリング地点

の配置を最適化する必要がある。 

 

出典：アティラウ水文気象センター 

図 5.2.1  ウラル川下流及びカスピ海の 

サンプリング地点 
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5.2.3 サンプリング頻度及び分析項目 

年次環境モニタリング計画に規定された大気質及び水質モニタリングの頻度は、 (i) 大

気質-毎日 4 回、(ⅱ)水質-年 4 回、(ⅲ)底質-年１回、である。しかしながら、実際のサ

ンプリング活動は必ずしも計画に従っていない。例えば、アティラウ水文気象センター

はサンプリング船の問題により、2006 年春季の水質サンプリングを当初計画した地点で

実施していない。 

表 5.2.1 にアティラウの水文気象センターによる分析項目を示す。実際にはこれら全て

の項目が定期的に分析されている状態ではない。分析方法及び精度管理はソ連時代に規

定された GOST 及び SNIP に準じており、これらは国内関連法規と整合している。 

表 5.2.1  分析項目 

分類 項目 
大気質 (1) SO2   (2) CO   (3) NO2   (4) H2S   (5) NH4 
水質 (1) pH   (2) DO   (3) BOD5   (4) NH4-N   (5) NO3-N   (6) PO3-P   (7) K   (8) Mg   (9) Si 

(10) Fe (Fe (II), Fe (III))   (11) Cu   (12) Zn   (13) Ni   (14) Cr (Cr (VI), Cr (III))   (15) 
Cd   (16) Pb  (17) Ag   (18) Hs   (19) Hg   (20) Co   (21) Mo   (22) Sn   (23) Mn   (24) V  
(26) H2S   (27) F   (28) SO4   (29) F   (30) B   (31) CN   (32) SCN   (33) フェノール  
(34) 油分 

出典：アティラウ水文気象センター 

5.2.4 データ解析、報告及び環境モニタリング情報のフィードバック 

アティラウ水文気象センターは、大気質モニタリングデータ保管のため国家統一モニタ

リングシステム構想に基づいて水文気象庁本庁より提供されたデータベースアプリケー

ションを利用している。一方、水質モニタリングデータはアルマティの水文気象庁に送

付され管理されている。アティラウ水文気象センターはエクセルファイルでデータを保

管しているが、2006 年夏季の底質分析結果をはじめ一部の分析データを所有していない

状態である。 

水文気象庁は分析結果をとりまとめ、季刊のニュースレター「カスピ海地域の環境の現

状」およびモニタリング結果の年報を出している。ニュースレター及び年報は、環境保

護省、アティラウ州政府、マンギスタウ州政府、及びアティラウ水文気象センターに配

布される。現状では、その他の機関には要求に応じて情報を提供している。 

5.3 関係機関のモニタリング活動 

5.3.1 環境保護省 

環境保護省は自然資源を利用する企業から排出される汚染物質を監視する責任がある。

環境保護法に基づく規定により、企業は自ら排出する汚染物質をモニタリングする義務

がある。従って現状では、それぞれの企業が提出するモニタリング報告書の照査が、ア

ティラウ環境保護局による汚染源モニタリングの日常的な活動となっている。企業は排

出する汚染物質に対する環境モニタリング年次計画を作成し、環境モニタリングレポー

トを四半期に一度、環境保護局に提出しなければならない。アティラウ環境保護局は企

業のモニタリングデータを照査し、最大許容排出量を満たしていない場合は罰金を課す

（公害防止に係る活動の詳細については 4 章を参照）。現在、アティラウ環境保護局は

環境分析ラボを持っていないが、排出ガスや排水の分析を自ら実施し、企業のモニタリ

ングデータとクロスチェックを行うため、分析ラボラトリを設置する計画を有している。 
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5.3.2 その他の機関の環境モニタリング活動 

アティラウ市は大気及び水質のモニタリングを実施している。また、地域レベルでの企

業が排出する汚染物質の監視、環境管理に関わる責任機関への違反の報告の権限を有す

る。農業省は農業活動に関わる水質モニタリングを実施している。主なモニタリング活

動の場は灌漑水路である。保健省は排出される汚染物質による健康影響を評価する責任

がある。 

5.3.3 石油産業による環境モニタリング 

民間石油企業は、環境保護省に提出・承認されたモニタリング計画に基づき、自主的な

モニタリングを実施している。モニタリング項目の例は表 5.3.1 に示すとおりである。

5.4 節に示すとおり、リモートセンシング技術もモニタリング活動に採用されている。 

表 5.3.1 石油企業のモニタリング項目の例 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ Kashagan Tengiz 

企業 Agip KCO TCO 
位置 海域 陸域 陸域 

環境大気 CO, SO2, NO2, H2S, HC, 
PM, ﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ 

CO, SO2, NO2,HC, H2S, 
PM, RSH  

CO, SO2, NO, NO2,HC, H2S,  
ﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ 

水質 水温, pH, 塩分, DO, 
全炭化水素, 濁度, 
T-N, T-P, 重金属等 

地下水レベル, pH, 油
分等 

地下水レベル, pH, 油分等 

底質 炭化水素, 全有機炭
素, フェノール, 

重金属等 

油分, 重金属 油分, 重金属 

動植物 底生成物, 鳥類, カ
スピ海アザラシ 

陸域植生, 鳥類 陸域植生, 鳥類 

海域条件 波浪, 潮流, 水温 - - 
ばい煙 燃料, フレアガス, 

NOx 
SO2, , ﾒﾙｶﾌﾟﾀﾝ, PM 等 

燃料, フレアガス, 
SO2, H2S, NOx, CO 

燃料, フレアガス, 温度 
SO2, NOx, CO 

CO2  
(計算値) 

算出 算出 算出 

排水 流量, 水温, TSS, 
pH, 油分, COD, T-N, 

T-P 等   

流量, 水温, TSS, pH, 
油分, BOD5  

流量, 水温, TSS, pH, 油分, 
BOD5, 重金属 

化学物質  投入量及び排出量 
掘削汚泥 

投入量及び排出量 投入量及び排出量 

廃棄物 量及び処理状況 量及び処理状況 量及び処理状況 
放射能 実施 - 実施 
出典 : Kashagan EIA 報告書,  TCO モニタリング年報 

 

5.4 リモートセンシングおよび GIS 

5.4.1 水文気象庁 

水文気象庁では、気象衛星 NOAA のデータを一般的な画像処理ソフトである

Scanviewer4.0 で加工し、カスピ海の海象予報及び氷結予測を 2002 年から実施している。

しかし、これ以外でリモートセンシングデータを利用している実績は無く、2006 年 7 月

の時点では衛星画像を処理するソフトや処理を行うことのできる技術者はいなかった（9

章を参照）。 
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GIS については、2004 年度からカ国全土の環境モニタリング GIS データベースの開発を

行っている。使用しているアプリケーションは MapInfo である。本 GIS データベースに

はアティラウ州のモニタリング地点も含まれている。MapInfo のシステムでは、

1:1,000,000 の地図情報がデジタル化され、基図として使用されており、このデータは州

ごとに分かれており、大気、河川、水質など各州のモニタリングデータも投入されてい

る。水文気象庁は MapServer（フリーWebGIS ツール）上でも GIS データを表示できるシ

ステムの試験運用を開始している。同システムでは、インターネットを経由して各州の

モニタリングセンターから分析結果を地図上で確認したり、州のモニタリングセンター

から分析データを投入したりすることが可能なシステムである。州のモニタリングセン

ターの役割はデータ収集であり、衛星画像解析や GIS データベース構築作業は担当して

いない。 

5.4.2 環境保護省 

環境保護省所属の情報・分析センターは、自然台帳（森林、特別自然保護区、動植物、

漁業施設）データベースを所有している。データベースの縮尺は、全国規模で

1:1,000,000、州単位およびカスピ海エリアで 1:200,000 である。アティラウ環境保護局

には衛星画像解析が可能な部署はなく、最新の衛星画像も有していない。アティラウ環

境保護局は、主に汚染源の監視や同定に衛星画像解析を使用することに関心を持ってお

り、GIS を用いて企業と企業が有する環境データを管理することを考えている。しかしな

がら、時間的及び予算的な制約が、そのような GISデータベースの構築を妨げている。 

5.4.3 カズムナイガス 

カズムナイガス社では、2005 年よりカスピ海北部において同社が所有する施設を対象に、

衛星画像データを利用した環境モニタリングおよび GIS データベース構築を実施してい

る。環境モニタリングの内容は、1) 大気汚染（フレアー）、2) 海洋汚染（流出油）、

3) 土壌汚染、4) 流氷、5)施設周辺の環境状況、である。カズムナイガス社傘下のカズ

ゲオコスモス(Kazgeocosmos)社が衛星画像解析及び GIS を用いた環境データベースの運

用を行っている。同社は環境モニタリングに関わるハードウェア及びソフトウェアの双

方のアップグレードに取り組んでいる。衛星データの地上受信施設や、センサーを搭載

した航空機を所有しているとともに、ArcIMS による WebGIS サーバーで構成される先進的

な GIS データベースを構築している。カズゲオコスモス社の WebGIS サーバーにより、顧

客であるカズムナイガス社本社および事業所、カズトランスオイル社などは同データベ

ースをインターネット経由で閲覧することが可能である。 

5.5 現状の課題の要約 

上記の検討を踏まえ、モニタリング活動に関わる課題を要約したものを表 5.5.1 に示す。 
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表 5.5.1  石油産業公害防止に関わるモニタリング活動の現状の課題 
目 的  課 題  

 制度面 組織面 技術面 
1) 北部カスピ海の環境の

現状及び環境変化の傾
向を確認するためのデ
ータを収集する。 

a 北部カスピ海モニタ
リングに関わる地域
環境モニタリングセ
ンター、水文気象
庁、アティラウ環境
保護局の役割分担の
明確化 

b 石油由来の汚染物質
に関わるモニタリン
グ項目の追加の検討 

 
 

a 海域の石油開発計画の
進展や、陸域の石油関
連施設の建設を踏まえ
たモニタリング計画の
更新 

b  北部カスピ海水質モニ
タリングに関わる代表
地点の設定 

c 底質モニタリング地点
の固定 

d アティラウ市以外での
大気モニタリング地点
の設定 

e モニタリングデータの
閲覧を容易とするデー
タベースの確保 

f 地域環境モニタリング
センターへの人的リソ
ースの投入 

a 衛星画像解析といった
広域的な情報収集のた
めの技術手段の確保 

b 石油由来の汚染物質モ
ニタリング能力を有す
る技術者の育成 

c 新規に設立される分析
ラボの信頼性の確保 

2) 石油産業関連施設に対
する汚染源モニタリン
グにより、それら施設
からの汚染物質排出に
よる影響について確認
可能なデータを収集す
る。 

－ 

a 石油産業関連施設の状
況に応じた汚染源モニ
タリング計画の策定 

b 石油関連汚染物質に着
目した監視項目設定の
検討 

 

a 石油由来の汚染物質
モニタリング能力を
有する技術者の育成 

b 石油成分分析及び分
析結果の解析に関わ
る技術及び知見を有
する技術者の育成 

c 立入り検査実施能力
の強化 

3) 油流出事故発生後にそ
の影響の度合い及び経
過を確認する流出油モ
ニタリングを実施す
る。 

a 地域環境モニタリン
グセンター、アティ
ラウ環境保護局、ア
ティラウ非常事態
局、石油関連企業と
いった関連機関の流
出油モニタリングに
関わる役割分担の明
確化 

－ 

a 航空写真判読、衛星
画像解析といった事
故後に迅速かつ継続
的にモニタリング活
動を実施するための
技術の導入 

4) 中央及び地方政府機
関、石油産業等の民間
セクター、カスピ海に
関係する他国といった
広範囲なステークホル
ダーにカスピ海保全に
貢献するモニタリング
情報を提供する。 

a 地域環境モニタリン
グセンターの国際的
モニタリングプログ
ラム参加に関わる役
割の明確化 

a 地域環境モニタリン
グセンターおよび他
の機関のモニタリン
グ情報提供ツールの
確保 

a 様々なモニタリング
情報を一括提供でき
る GIS データベース
構築の検討 

b アティラウ水文気象
センター、アティラ
ウ環境保護局の環境
データベースに関わ
る知識の普及 

出典：JICA調査団 
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第 6 章 国際機関による環境協力 

1991 年の独立以来、カ国は様々なドナーから多くの環境協力を受けてきた。主要なプロ

ジェクトを表 6.1.1に示す。 

表 6.1.1(1) 1995 年以降のドナーによるカ国の環境プロジェクト 
1995 – 
実施中 

CIDA Canada Fund (1); Climate Change Initiative Support (2); Local Initiative 
Programme Fund (3) 

1996 - 2002 FRG / GTZ Environmental Protection in the View of Water Resources Protection in Almaty  
1997 – 
実施中 

UNDP GEF Small Grants Programme. Jointly with GEF.  

1997 - 2005 UNDP Assistance to the GoK in the Development of a Strategy to Implement the 
Convention on Biodiversity 

1998 - 2003 UNDP The Aral Sea Region Development and Humanitarian Assistance Programme 
1998 - 2002 UNDP Support to the National Programme (NAP) Process in Context to Combat 

Desertification in Kazakhstan  
1998 - 2005 UNDP In-situ Conservation of Kazakhstan’s Mountain Agrobiodiversity  
1998 - 2003 UNDP Integrated Conservation of Priority Globally Significant Migratory Bird Wetland 

Habitat 
1999 - 2002 WB Nura river cleanup  
2000 - 2004 UNDP Institutional Strengthening for Sustainable Development 
2000 - 2004 EU-TACIS Establishment of Facilities for Mass/Volume, Containment/ Surveillance and 

Training at the Ulba Fuel Fabrication Plant in Kazakhstan 
2000 - 2004 EU-TACIS On-Site Assistance to the BN 350 Aktau Nuclear Power Plant 
2000 - 2003 EU-TACIS Joint Environmental Programme, phase I 
2000 - 2001 FRG / GTZ Rehabilitation of Old Neglected Deposits in Ust-Kamenogorsk  
2000 - 2003 JICA "Enhancement of Water Quality Monitoring" 
2000 - 2003 WB Drylands Management  
2001 - 2002 UNDP Capacity Building for Disaster Preparedness in Kazakhstan 
2001 - 2004 UNDP Country Programme for Phasing Out of Ozone Depleting Substances 

2001 - 2002 EBRD Almaty Solid Waste Management Project - Institutional Support (ear-marked 
portion) 

2001 - 2005 USAID Energy and Water Management 
2001 - 2003 EU-TACIS Support to the Ministry of Ecology - air pollution mitigation in Almaty 
2001 - 2003 EU-TACIS Western Tian-Shan Biodiversity Conservation Project 
2001 - 2002 EU-TACIS Atmospheric pathways and monitoring systems for Ukrainian and Kazakh sites 
2001 - 2003 EU-TACIS Support to implementation of environmental policies and NEAPs (National 

Environmental Action Plans) in NIS 
2001 - 2003 EU-TACIS Support to RECs (Regional Environmental Centres) in NIS, phase III 
2002 - 2003 UNDP Aid Co-ordination Report in the Aral Sea Basin - Removing Barriers to Improve 

Projects’ Performance in the Aral Sea 
2002 - 2005 UNDP Initial Assistance to the Republic of Kazakhstan to Meet its Obligations Under the 

Stockholm Convention on Persistent Organic Pollutants (POPs) 
2002 - 2004 UNDP Environmental Impact on National Development. A Review. 
2002 - 2003 FRG / GTZ Consolidation of results of the water resources project in Almaty  
2002 - 2003 UK / DFID Young Guards of Nature 

2002 - 2003 UK / DFID Environmental group "Assa" 

2002 - 2002 OSCE Regional Workshop "Raising Awareness on the Aarhus Convention in the East 
Kazakhstan region" 
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表 6.1.1(2) 1995 年以降のドナーによるカ国の環境プロジェクト 
2002 - 2002 OSCE Preparatory Seminar "Rio+ 10: Central Asia" 
2002 - 2002 OSCE Clean-up action in the Charyn Canyon 
2002 - 2002 OSCE Conference "Import and Storage of Radioactive Waste in Kazakhstan" 
2002 - 2003 OSCE Elaboration of the Monitoring Indicators for the Implementation of the Aarhus 

Convention in Kazakhstan 
2002 - 2004 UK / Other Energy Efficiency Project in Karaganda (was cancelled).  

2003 - 2004 EU-TACIS Support to RECs (Regional Environmental Centres) in NIS, phase IV 
2003 - 2006 EU-TACIS Joint Environmental Programme, phase II 
2003 - 2005 EU-TACIS WARMAP - III (Water resources management in the Aral Sea basin) 
2003 - 2005 EU-TACIS Cleaner production in selected countries of the NIS Moldova, Georgia and 

Kazakhstan 
2003 - 2005 EU-TACIS Caspian Environment Programme 
2003 - 2003 Mashav Training programmes; Demonstration projects  
2003 - 2004 UNDP Strengthening Environmental Management for Sustainable Development 
2003 - 2010 UNDP Integrated Conservation of Priority Globally Significant Migratory Bird Wetland 

Habitat: A Demonstration on Three Sites. 
2003 - 2004 UNDP National Capacity Self-Assessment for Global Environmental Management 

(NCSA) 
2003 - 2004 EU-TACIS Strengthening the Capacity of Basin Water Organisations (BWOs) for Improved 

Resource Planning 
2003 - 2004 UK / Other Saiga Antelope Project  

2003 - 2003 UK / Other GHG Inventory Workshop  

2006-ongoing JICA Mercury Monitoring in Nura River Basin 
2004 - 2005 EU-TACIS Environmentally Friendly Development in Kyzylorda Region 
2004 - 2006 EU-TACIS The Initial Ignition of Sustainability - Creation of Central Kazakhstan Education 

Bio Gas Centre "Azure Flame" 
2004 - 2004 UK / Other Education for Sustainability 

2001-実施中 JBIC Atyrau Refinery Reconstruction Project 

2006-実施中 JICA Study on Capacity Development for Pollution Prevention and Control in the 
Petroleum Industry of the Caspian Sea and its Coastal Areas in the RK 

実施中 EC Development of National Environmental Strategies for Sustainable Development 
(Kazakhstan, Kyrgyzstan and Tajikistan)  

出典： UNDP アルマティ事務所資料（2006 年 5 月）を JICA 調査団が改変 
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第 7 章 パイロット・プロジェクトの目的 

7.1 パイロット・プロジェクトの目的 

本調査のパイロット・プロジェクトは (i) 環境モニタリング計画の検討及び試験的サン

プリング・分析 (ii) 環境管理に関わるリモートセンシング及び GIS 技術、の二つのコン

ポーネントから成る。パイロット・プロジェクトの目的は以下に示すとおりである。 

(1) 地域環境モニタリングセンターの母体となるアティラウ水文気象センター及びアテ

ィラウ環境保護局と共に、将来的なモニタリング活動の発展に寄与する活動を実施

する。 

(2) 北部カスピ海の環境モニタリングに関わるリモートセンシング及び GIS 技術の導入

を支援する。 

7.2 パイロット・プロジェクトのデザイン 

地域のキャパシティを向上し技術移転を行う本機会を有効なものとするため、全ての活

動は現地の技術者と JICA 調査団が共同で実施した。主な共同作業の内容は表 7.2.1 に示

すとおりである。 
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表 7.2.1  パイロット・プロジェクトに関わる主な共同作業 
ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ 作業項目 期 間 共同作業参加者 方 法 

1. 環境モニタリ
ング計画の検
討及び試験的
サ ン プ リ ン
グ・分析 

(1) 水質/底質モニタリ
ング 

2006年 10 月～11 月 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ : 10 月 14 日、
16 日、20～21日 

ｱﾃｨﾗｳ環境保護局  
ｱﾃｨﾗｳ水文気象ｾﾝﾀｰ 
 

計画及びｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ：
共同作業 

分析：再委託調査
「環境モニタリング
（海域）」 

 (2) 大気質モニタリン
グ 

2006年 10 月～11 月 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ : 10 月 19 日～
29 日 

ｱﾃｨﾗｳ環境保護局 
ｱﾃｨﾗｳ水文気象ｾﾝﾀｰ 
 

計画及びｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ：
共同作業 

分析：再委託調査
「環境モニタリング
（陸域）」 

 (3) 土壌モニタリング 2006年 10 月～11 月 

ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ : 9 月 26 日～
27 日 

ｱﾃｨﾗｳ環境保護局 
 

計画及びｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ：
共同作業 

分析：再委託調査
「環境モニタリング
（陸域）」 

 (4) 石油由来汚染物質
の分析に関わる講
義 

2006年 10 月 24 日 ｱﾃｨﾗｳ水文気象ｾﾝﾀｰ 
 

講義 

 (5) 地域環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾ
ﾝﾀｰに関わるﾐﾆﾜｰｸ
ｼｮｯﾌﾟ 

2006年 10 月 27 日 ｱﾃｨﾗｳ環境保護局  
水文気象庁 
ｱﾃｨﾗｳ水文気象ｾﾝﾀｰ 
ｱﾃｨﾗｳ州環境資源管
理局 
漁業局 
非常事態局 

ﾐﾆﾜｰｸｼｮｯﾌﾟでの発表
及び討議 

 (6) 認証標準物質を用
いた分析研修 

2006年 11 月 1日～11
月 3 日 

ｱﾃｨﾗｳ環境保護局 
ｱﾃｨﾗｳ水文気象ｾﾝﾀｰ 
 

講義及びラボ実習 

2. 環境管理に関
わるﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝ
ｸﾞ及び GIS 技
術 

(1) 衛星画像解析に関
わる技術研修 

2006年 10 月 18 日～11
月 17日 

ｱﾃｨﾗｳ水文気象ｾﾝﾀｰ 
 

講義及び ArcGIS 9 を
用いた実習 

 (2) GIS ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ構築 2006年 9月～12月 環境保護省（GIS ﾃﾞ
ｰﾀﾍﾞｰｽのための情報
提供） 

再委託調査「GIS デ
ータベース構築」 

 (3) 環境管理に関わるﾘ
ﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞ及び GIS
技術紹介のためのﾐ
ﾆﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 

2006年 11 月 8～9日 
 

ｱﾃｨﾗｳ環境保護局 
ｱﾃｨﾗｳ水文気象庁 
民間石油企業 

ﾐﾆﾜｰｸｼｮｯﾌﾟでの発表
及び討議 

出典：JICA調査団 
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第 8 章 環境モニタリング計画の検討及び試験的サンプリング 

8.1 活動計画 

環境モニタリングに関わる技術的、組織的、制度的な課題について 5 章で検討したが、

これらの課題に取り組むため、以下の活動を 2006年 9 月～11月に計画・実施した。 

- 地域環境モニタリングセンター及びアティラウ環境保護局に対する環境モニタリン

グ・汚染源モニタリング計画の検討 

- 水質及び底質モニタリング 

- 大気質モニタリング 

- 土壌汚染モニタリング 

- 石油由来の汚染物質分析及び石油成分分析に関わる講義 

- 認証標準物質を用いた重金属分析 

8.2 地域環境モニタリングセンター及びアティラウ環境保護局に対する環境モニタリング・プ

ログラムの検討 

アティラウ水文気象センター、アティラウ環境保護局、アティラウ州天然資源利用管理

局、漁業管理局、海上石油開発安全管理局より 17 名が参加し、将来設立される地域環境

モニタリングセンターのニーズについて議論するミニワークショップを開催した。参加

者は地域環境モニタリングセンターの活動として、一般環境モニタリングと同様に、大

気、水質、土壌に関わる汚染源監視活動を求めた。 

8.3 試験的サンプリング 

8.3.1 北部カスピ海における水質/底質モニタリング 

アティラウ水文気象センター職員 1 名、アティラウ環境保護局職員 1 名と共に水質・底

質モニタリング活動を実施した。活動の概要は以下に示すとおりである。 

表 8.3.1   水質/底質モニタリングの概要 
項 目 内 容 

調査時期 2006 年 10 月 14 日、16日、20日～21日 

調査地点 ウラル川河口付近及び Kashagan 油田開発地域周辺、10地点 

（表層及び底層より水試料を採取、また底質を採取） 

この他に沿岸部 1地点で底質を採取 

分析項目 水質: 水温、pH、EC、塩分、DO、BOD5、COD、SS、濁度、窒素 (NH4, NO2, NO3)、リ

ン (T-P)、油分、重金属（Cu、Zn、Cr (VI)、Pb、Hg） 
底質: 油分, リン、重金属（Cu、Zn、Cr (VI)、Pb、Hg） 

出典：JICA 調査団 
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出典：JICA 調査団 

図 8.3.1   水質/底質モニタリング地点及び現場作業の実施状況 
 

(1) 重金属 

海水中の重金属分析結果は表 8.3.2 に示すとおりである。本調査結果を日本の水質基準

値と比較した場合、深刻な汚染は確認されなかった。 

表 8.3.2 海水中の重金属分析結果   
単位:mg/L 

分析結果 六価ｸﾛﾑ 銅 亜鉛 鉛 ｶﾄﾞﾐｳﾑ 水銀 

 最小値 0.0007 0.0026 ND ND 0.0002 0.00008 
 平均値 0.0049 0.0107 ND ND 0.0007 0.0003 
 最大値 0.0122 0.0441 ND ND 0.0011 0.0005 

日本基準値 0.05 ― ― 0.01 0.01 0.0005 

ｶ ｻ ﾞ ﾌ ｽ ﾀ ﾝ 基 準 値 

(海水) 
0.001 0.005 0.05 0.01 0.01 

検出限界

以下 

US EPA 生態毒性閾値 0.05 0.0024 0.081 0.0081 0.0093 0.0011 

ｶﾅﾀﾞｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 

（水生生物） 
0.0015 ― ― ― 0.00012 ― 

分析方法 

М 01-37-
2000 

原子吸光

光度計に

よる分析

М 01-29-98 
原子吸光光
度計による

分析 

ISO 8288-
88 

原子吸光

光度計に

よる分析

М 01-29-98
原子吸光
光度計に

よる分析

М 01-29-98 
原子吸光
光度計に

よる分析 

PND Ｆ  
14.1:2:4.160-

2000 
水銀分析計

による分析

検出限界 0.0005 0.0005 0.05 0.0005 0.0001 0.00005 
注）ND：検出限界以下 
出典：JICA 調査団 
 

底質中の重金属分析結果は表 8.3.3 に示すとおりである。国際的な基準値と比較した場

合、本調査においては、重金属による深刻な汚染は確認されなかった。全体的にウラル

川河口付近（No.1～No.3 地点）及び北部沿岸の地点(No.11 地点)で高い値が示された。 

水質・底質サンプリング地点 

底質サンプリング地点 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 8 
9 

10 

11 

現場作業実施状況 
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表 8.3.3 底質中の重金属分析結果   
単位:mg/kg 

地点 座標 クロム 銅 亜鉛 鉛 ｶﾄﾞﾐｳﾑ 水銀 

No.1 
N 46º56’01” 
E 51º41’43” 

34.5 17.0 29.6 11.8 0.20 0.0133

No.2 
N 46º50’33” 
E 51º33’ 07” 

38.5 18.9 32.7 19.7 0.26 0.0112

No.3 
N 46º 47’09” 
E 51º28’42” 

29.2 16.2 28.3 17.2 0.48 0.0112

No.4 
N 46º40’ 00” 
E 51º40’ 03” 

16.5 3.28 4.90 13.3 0.56 0.0101

No.6 
N 46º 34’57” 
E 51º 37’12” 

17.7 4.24 6.24 21.2 0.96 0.0089

No.7 
N 46º35’59” 
E 52º06’07” 

22.0 5.23 9.24 8.80 0.25 0.0106

No.8 
N 46º31’58” 
E 52º26’03” 

18.8 4.40 8.94 7.37 0.08 0.0076

No.9 
N 46º33’00” 
E 52º17’12” 

16.4 2.72 5.73 9.60 0.08 0.0079

No.10 
N 46º28’ 22” 
E 52º38’ 12” 

21.6 6.92 11.7 9.42 0.28 0.013 

No.11 
N 47º 04’16” 
E 51º 01’59” 

27.3 33.4 44.4 26.2 0.58 0.0121

最小値 16.4 2.72 4.9 7.37 0.08 0.076 

平均値 24.3 11.2 18.2 14.5 0.37 0.011 

最大値 38.5 33.4 44.4 26.2 0.96 0.133 

底質中の Probable Effect 

Level  (注 1) 
160 108 271 112 4.2 0.696 

CEP による調査結果 

(2001 年、今回調査地域周辺) 
3.8-103 1.7-19.2 - 1.4-14.6 - 

0.001-

0.04 

注 1：出典 “Screening Quick Reference Table” (Office of Response and Restoration, NOAA) 
注 2：No.5地点は、採取したサンプルの殆どが貝殻であったため分析を行わなかった。 
注 3：試料は硝酸により分解した。クロム、銅、亜鉛、カドミウムは原子吸光光度計により分析した

（RD 52.18.191-89）。水銀は水銀分析器により分析した（PND F 14.1:2:4.160-2000）。 
 

(2) 油 分 

海水中の油分の分析結果は表 8.3.4 に示すとおりである。表層と下層の間で、濃度に大

きな差はみられず、いずれの地点もカ国の基準値を下回っていた。底質中の油分分析結

果は表 8.3.5 に示すとおりである。全石油系炭化水素(TPH)は日本のラボで分析されたも

のである。国際的に油汚染の顕著な地域、例えばハバナ湾と比較した場合、北部カスピ

海の底質は、現状では深刻な汚染の影響を受けていないといえる。注意すべき 16 種の多

環芳香族炭化水素(PAHs)について日本の分析ラボで分析した結果、いずれの物質も測定

限界以下であった。 

表 8.3.4 海水中の油分分析結果   
調査地点 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 MPC 

油分 表層 0.031 0.015 0.014 0.027 0.012 0.016 0.029 0.02 0.017 0.023 
(mg/L) 下層  0.028 0.011 0.017 0.022 0.015 0.018 0.024 0.018 0.015 0.027 

0.05

注 1：油分はヘキサン抽出を行い蛍光光度分析計によって分析した。検出限界値は 0.005mg/L。 
注 2： MPC (Maximum Permissible Concentration) 最大許容濃度 
出典：JICA 調査団 
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表 8.3.5 底質中の油分分析結果   

調査地点 No.1 No.2 No.3 No.4 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11
油分 

(mg/kg) 
3.82 2.73 2.59 4.89 3.41 3.32 2.39 3.95 2.11 1.32 

全石油系 

炭化水素 

(mg/kg) 

100 74 78 58 62 75 57 59 55 61 

注 1：No.5地点は、採取したサンプルの殆どが貝殻であったため分析を行わなかった。 
注 2：油分の分析方法の概要は以下のとおり。10ml の四塩化炭素に 0.5-1g の試料を加え、15 分間振とう後、

ろ過液を蛍光分光光度計で分析
5
。 

注 3：全石油系炭化水素の分析方法の概要は以下のとおり。50ml の四塩化炭素に 10gの試料を加え、30分間振と

う後、ろ過液を赤外線分光光度計で分析。標準物質はヘキサデカン
6
。 

出典：JICA 調査団 
 

8.3.2 大気モニタリング 

アティラウ水文気象センターは現在、広域的な大気モニタリング活動を実施していない

が、市外にも油田などの一連の重要な汚染源があることから、同センターは市外でのモ

ニタリング実施を計画している。本調査では広域大気モニタリング地点設定に活用でき

る経験及び情報を得ることを目的として、図 8.3.2 に示す地点で試験的大気モニタリン

グ活動をアティラウ水文気象庁職員 1 名、アティラウ環境保護局職員 1 名と共に実施し

た。 

表 8.3.6 大気モニタリング概要   
項 目 内 容 

調査時期 2006 年 10 月 19 日～29 日 

調査地点 アティラウ市周辺 3 地点、Tengiz 油田周辺 2地点 

（注：上記に加え、4地点でNMHC の測定を実施） 

分析項目 SO2 、NO2 、CO 、PM
7
、気象条件（風向、風速、気温） 

（注：一部の地点で NMHC の測定も実施） 

調査頻度 3 回/日×3 日間 

出典：JICA 調査団 

 

 

 

 

 

 

 
出典：JICA 調査団 

図 8.3.2 大気モニタリング地点及びサンプリング実施状況 
 

                                                
5  カ国で旧ソ連時代から運用されている規格 GOST の規格番号 PND F 14.1:2:4.128-98 に準拠。 
6  「油汚染対策ガイドライン」(平成 18 年 6 月、土壌環境センター)に示されている方法に準拠。 
7  粒子状物質（PM）の分析にはカ国で旧ソ連時代から採用されている分析規格 GOSTの規格番号 RD 

52.04.186-89 を用いた。 

アティラウ市周辺 

クルサリ市

アキスタウ市 

ティンギス 
ガス精製施設 



カザフスタン国カスピ海沿岸石油産業公害防止管理能力向上計画 ファイナルレポート 
 

 S - 33 要約 

大気モニタリング結果は、表 8.3.7 に示すとおりである。測定期間が 3 日間に限られる

ことから、総合的な判断は難しいが、測定期間において深刻な大気汚染は確認されなか

った。二酸化硫黄、一酸化炭素の測定結果は、市街地の測定地点(アティラウ市及びアキ

スタウ市)と地方部の測定地点(アティラウ市南方郊外及びアキスタウ周辺)とで大きな差

異がなかった。一方で二酸化窒素は、地方部の測定地点では、0.015～0.034mg/m3 である

のに対して、市街部の測定地点では、0.031～0.045 mg/m3 と濃度レベルが高く、現状で

は市街地において、自動車交通が主要な大気汚染源となっていることが示唆された。 

表 8.3.7 大気モニタリング結果   

二酸化硫黄 二酸化窒素 一酸化炭素 サンプリング

地点 
座標 測定年月 

mg/m3 mg/m3 mg/m3 

1.ｱﾃｨﾗｳ市南

方郊外 

N 46o 56’32” 

E 51 o 44’07” 
10/19～10/21 0.009 - 0.021 0.015 - 0.034 0.3 - 0.5 

2.ｱｷｽﾀｳ周辺 
N 47o 10’25” 

E 50 o 55’33” 
10/22～10/24 0.008 - 0.016 0.017 - 0.034 0.2 - 0.9 

3.ｱﾃｨﾗｳ市 
N 47o 06’12” 

E 51 o 53’39” 
10/25～10/27 0.009 - 0.017 0.038 - 0.045 0.9 –  1.5 

4.ｸﾙｻﾘ市 
N 46o 51’39” 

E 53 o 48’00” 
10/20～10/22 0.007 - 0.012 0.031 - 0.045 0.1 –  0.9 

5.Tengiz ｶﾞｽ

精製施設内 

N 46o 08’11” 

E 53 o 24’26” 
10/23～10/25 0.006 - 0.015 0.018 - 0.038 0.1 –  0.2 

ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ基準値(mg/kg) - 0.5 0.085 5.0 

世銀基準値(mg/kg)8 - 0.125 0.15 - 

分析方法 - PND 52.04.186-89 
g.5.2.7.2 

PND 52.04.186-89    
g.5.2.1.3. 

PND 52.04.186-89    
g.6.5. 

測定限界 - 0.001 0.001 0.75 

出典：JICA 調査団 

 

 
8.3.3  土壌汚染モニタリング 

土壌サンプリング対象地域として、北部カスピ海沿岸に位置するカズムナイガス社傘下

の油田及び周辺地域をサンプリング対象地域として選定し、2006年 9 月 26～27 日にアテ

ィラウ環境保護局職員 1 名と共に、土壌モニタリング活動を実施した。分析結果は表

8.3.8 に示すとおりである。国際的な基準値と比較すると、試料中の重金属濃度は特に高

いものではなかったが、油分濃度はガイドライン値を超えていた。今後とも情報収集を

図る必要があると考えられる。 

                                                
8 世界銀行、“Pollution Prevention and Abatement Handbook” (1998)  
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表 8.3.8 土壌汚染モニタリング結果   

ｶﾄﾞﾐｳﾑ 銅 鉛 クロム pH 油分 サンプリング

地点 
座標 

mg/kg mg/kg mg/kg mg/kg -  g/kg 

Embamonaigaz

油田 

N 46o 45’46” 

E 56 o 11’54” 
0.080 3.75 2.15 1.89 7.4000 2.080 

Embamonaigaz

油田 

N 46o 45’59” 

E 50 o 10’21” 
0.075 3.25 1.80 2.38 7.5000 0.310 

Botanahan 

油田 

N 46o 55’56” 

E 53 o 09’14” 
0.071 6.07 5.10 2.54 7.4000 3.210 

ｶｻﾞﾌｽﾀﾝ基準値(mg/kg) 0.5 3.0 6.0 6.0 -  0.1 

オランダ基準値(mg/kg) 0.8 36 85 100 -  -  

EU directive 86/278(mg/kg) 0.5 45 55 55 -  -  

日本含有参考値(mg/kg) 9 -  600 -  -  -  

ｵｸﾗﾎﾏ州 TPH ｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟ基準値 

(g/kg) 
     

住宅地域 0.05

工業地域 0.5 

注：試料は硝酸で分解し、カドミウム、銅、鉛、クロムは原子吸光光度計で分析した (GOST 17.2.6.01-86)。 
出典：JICA 調査団 
 

8.4 油分分析に関わる講義 

石油の成分分析や関連汚染物質の分析に関わるレクチャーを実施した。アティラウ水文

気象センターは最近、ガスクロマトグラフ（検出器 FID、キャピラリーカラムも保有）及

び FT‐IR を購入している。これらの機器が適切に設置されれば、個別の汚染物質に対す

る環境モニタリングを実施することが可能となる。 

8.5 標準物質を用いた分析研修 

日本より持参した標準物質を用いた重金属の分析研修を実施した。研修にはアティラウ

水文気象センターより 2 名、アティラウ環境保護局より 1 名の分析担当職員が参加した。

研修終了後、研修に参加した 3 名とも、原子吸光光度計の原理、運用方法に関わる理解

が向上したと自己評価し、今後とも原子吸光光度計を含めた分析機器の使用について研

修を希望した。 
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第 9 章 衛星画像解析および GIS データベース構築の技術移転 

9.1 はじめに 

9.1.1 衛星画像解析技術の環境管理分野への応用に関する技術移転 

本コンポーネントは環境管理に衛星画像解析を用いるための技術移転をパイロット・プ

ロジェクトとして実施したもので、技術移転の対象となったのは水文気象庁本庁情報技

術部のスタッフである。パーソナル・コンピュータ、衛星画像処理・解析ソフトウェア

および衛星画像データを導入し、技術指導を行った。技術移転の概要は表 9.1.1 に示す

とおりである。 

表 9.1.1  衛星画像解析技術の環境管理分野への応用に関する技術移転 
項 目 内 容 

利用する衛星画像 - TERRA/ASTER データ: 20 シーン 

- ENVISAT/ASAR データ: 3 シーン 

研修期間 - 2006 年 10 月中旬～11月中旬（3週間） 

- 2007 年 5月上旬（1週間） 

技術移転の内容 - 衛星画像処理・解析システムの導入 

- 衛星画像処理・解析の基礎の講義 

- 環境管理分野における応用事例の紹介 

- 衛星データ検索および購入方法の講義 

- ソフトウェア実習 

- 衛星画像解析による油汚染および環境情報の抽出に関わるケー

ス・スタディ 

出典：JICA 調査団 
 

9.1.2 GIS データベース構築とその活用に関する技術移転 

本コンポーネントは、環境データ管理に GIS を用いるためのカザフ側技術者の能力向上

を目的として実施されたもので、技術移転の対象となるのは水文気象庁本庁情報技術部

のスタッフであるが、アルマティとアティラウでの GIS データベース共有を図るため、

アティラウ水文気象センターおよびアティラウ環境保護局においても簡単な技術移転を

実施した。技術移転の概要は表 9.1.2に示すとおりである。 

表 9.1.2  GIS データベース構築とその活用に関わる技術移転 
項 目 内 容 

研修期間 - 5 月上旬（1週間） 

GIS システムの導入 - 水文気象庁情報技術部へのパーソナル・コンピュータおよび ESRI
社 GIS ソフトウェア ArcGIS 9.1 の導入 

- アティラウ水文気象センターおよびアティラウ環境保護局への
ESRI 社 GIS データベースビューアーArcExplorer 2.0の導入 

技術移転の内容 - GIS の導入 
- GIS データベースの構築 
- ソフトウェア運用の演習 
- GIS の基礎とその利用法の講習 

出典：JICA 調査団 
 

9.1.3 アティラウにおける衛星画像解析及び GIS 技術に関わるミニ・ワークショップの開催 

衛星画像解析による環境モニタリングや GIS データベースについての理解を深めるため、

アティラウ水文気象センターおよびアティラウ環境保護局の職員を対象にミニ・ワーク

ショップを開催した。 
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9.2 衛星画像解析 

9.2.1 多チャンネル海水温推定法 

多チャンネル海水温推定法（multi channel sea surface temperature）は、複数の熱赤

外バンドの輝度温度を利用することによって大気の影響を軽減し、簡易的に海水温を推

定する手法である。本技術を衛星画像解析により油汚染を判別するための手法として選

定した。Uzen 油田周辺の TERRA/ASTER データより算出した MCSST 画像を図 9.2.1 に示す。

温度の違いを一般のカラー画像では判別することはできないが、MCSST 画像においては①

は低温、②は高温であることが分かる（MCSST 画像において青色のピクセルは低温、黄色

～赤色のピクセルは高温を示す）。これにより、①は通常の水であり、②は水面が油膜

で覆われていると考えることができる。 

  

出典：JICA 調査団 

図 9.2.1  Uzen 油田における MCSST 画像 

 

9.2.2  水没油田施設からの油流出モニタリング 

衛星から照射される電磁波の散乱により水域のオイルスリックを判別する技術を用いた。

2006 年 5 月頃に油流出事故が発生した Pribrezhnoye 水没油田施設周辺について、流出油

の確認を試みた。使用した ENVISAT/ASAR 画像は図 9.2.2 に示すとおりである。5月 17 日

および 8 月 30 日の画像の中央部には東西方向に伸長する帯状の暗いピクセルが判読され

るが、10 月 6 日の画像においては確認することができない。これらの帯状の暗色部を水

没油井の位置と比較すると、ENVISAT/ASAR 画像の帯状の暗色部は、TERRA/ASTER 画像で

確認された水没油井を起点としていることが明らかになった。帯状の暗色部は水没油田

施設より流出している油を表現している可能性が非常に高い。 

MCSST 画像 TERRA/ASTER フォールス・カラー画像 

① 

② 

① 

② 
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出典：JICA 調査団 

図 9.2.2  Pribrezhnoye 水没油田施設周辺の ENVISAT/ASAR 画像 

 

ENVISAT/ASAR 画像（2006/08/30） ENVISAT/ASAR 画像（2006/05/17） 

 

ENVISAT/ASAR 画像（2006/11/08） ENVISAT/ASAR 画像（2006/10/06） 
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9.3 GIS データベース構築 

カ国の環境情報は様々な期間に分散していることから、パイロット・プロジェクトの本

コンポーネントでは、関連する環境情報を収集し、GIS データベースを構築した。環境情

報データベースは基図（Basemap）、環境モニタリング（Monitoring）、汚染源

（Pollution Source）、環境資源（Resource）の 4 つのサブ・データベースより構成さ

れる。基図データベースは水文気象庁が作成している 1:1,000,000 地図情報および CEP

が公開している都市、河川、海岸線、水深の情報より構成される。環境モニタリング・

データベースは水文気象庁が実施する各種モニタリング結果や、パイロット・プロジェ

クトにおいて実施された環境モニタリング結果などの情報より構成される。汚染源デー

タベースは対象地域に分布する油田や廃棄水没油田施設、石油産業関連施設などの情報

より構成される。環境資源データベースは動植物の分布や季節ごとの移動経路、特別保

護区、環境脆弱性といったいわゆる保全対象の情報より構成される。 

また，ArcGIS の表示機能およびレイアウト機能を用い、必要な情報を重ね合わせ主題図

を作成・出力した。主題図の出力例を図 9.3.1 に示す。データベースは、環境保護省本

省、水文気象庁、環境保護省情報分析センター、アティラウ環境保護局及びアティラウ

水文気象センターに配布した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：JICA 調査団 
 
出典：JICA 調査団 

図 9.3.1  主題図の出力例 
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第 10 章 公害防止マスタープランのフレームワーク 

10.1 マスタープラン策定に関わる条件 

10.1.1 現在および将来の汚染 

表 10.1.1 に長期石油生産計画に基づいて予想した 2010 年、2015 年の汚染排出量を示す。 

表 10.1.1  2015 年までの汚染物質の予想排出量 
単位: ﾄﾝ/年 

汚染物質 2005 年 2010 年 2015 年 

大気汚染物質総量  87,731 163,943-195,527 266,420 

二酸化硫黄 23,452 46,995-57,303 80,915 

二酸化窒素 9,052 26,531-37,389 53,664 

炭化水素 29,719 43,209-45,304 56,403 

一酸化炭素 25,327 45,683-52,995 71,524 

硫化水素 47 150-180 356 

その他 134 303-558 752 

フレアガス 不明 原則 0 原則 0 

廃棄物 173,000 275,000-
302,000 

418,000 

汚染土壌 (ha) 4,652 +α 4,652.8－α 修復済 

危険な水没廃油井  90 対策済 対策済 

注: 掘削、輸送作業からの発生を含むが、発電所およびガス企業からの排出分

は含まない。マンギスタウ州については Embumnaigaz と同様の原単位で計

算した値。+α は数値よりやや多い、-α は数値よりやや少ないことを意味す

る。 
出典: ｱﾃｨﾗｳ州環境白書、ﾏﾝｷﾞｽﾀｳ州環境白書、Kashagan（Agip KCO）EIA 報告

書、石油・ガスセクター長期計画から推算 
 

計画されているフレアーガス削減を考慮に入れない場合、大気への総汚染物質排出量は

2005 年の 87,731 ﾄﾝ/年から 2015 年の 266,420 ﾄﾝ/年と 3.0 倍の増加が想定される。NOx

は 5.9 倍、硫化水素は 7.6 倍の増加である。蒸発池への排水については、マンギスタウ

州の予想が難しいため表には記載しなかったが、アティラウ州陸域に関して言えば、製

油所および AgipKCO OPF からの排水の再利用に伴い 3,033,000 から 2,343,000 ﾄﾝ/年に減

少するが、TCO 増産の影響により排水に伴う汚染物質排出量は 4,470 から 7,850 ﾄﾝ/年と

約 1.8 倍に増加するものと予想される。廃棄物の発生量は硫黄分を除外した場合 173,000

トンから 418,000 トンと 2.4倍になる。 

これらは全体的な増減であり、環境悪化は局所的に生ずることが考えられる。特に石油

化学工場が新設される Tengiz 油田周辺は、油田と工場からの複合汚染のためホット・ス

ポットになる可能性がある。アティラウ市については大幅な変化は予想されていないが、

移動発生源（自動車）由来の大気汚染の悪化が考えられ、市北部の石油ターミナルから

の炭化水素の排出との汚染複合化に留意が必要である。排水については、原則としてカ

スピ海への放流が禁止されていることから、石油・ガス企業が当該地域の環境要求事項

を遵守し、流出事故が防止される限り重大な水質汚濁にはつながらないと考えられる。

一方、2011 年頃から原油の海上輸送が本格化すれば、石油流出事故のリスクが増加する。 
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10.1.2 その他の条件 

新環境法典が 2007 年初旬より発効しているが、同法典には排出基準の簡素化、最適技術

に基づく新しい許認可制度の導入、割当量に基づく排出権取引などが含まれており、野

心的な内容となっている。マスタープランはこれらの新しい要求事項を考慮して策定す

る必要がある。他の条件としては、環境保護省や他の環境行政機関のスタッフ数、政府

の組織改正、地方分権や財政政策の影響などが考えられる。 

 
10.2 マスタープランのフレームワーク 

10.2.1 社会的環境管理能力 

社会が環境問題に対処する能力は社会的環境管理能力として知られており、これは図

10.2.1 にあるとおり (i) 政府機関が環境法令を策定し、予算を確保し、法令を執行する

能力、(ⅱ) 企業が法令を遵守し、さらに望ましい環境パフォーマンスを実現する能力、 

(ⅲ) 市民が環境管理を監視しあるいは環境管理に参加する能力、およびこれらの総合的

な関係によって決定する。 

また社会的環境管理能力は経済、人的資源、技術、政府-企業-市民の関係の成熟度等に

よって、およそ以下の３つのステージで発展していくものと考えられている。 

• システム形成期：環境法令の制定、環境行政機関の設立、モニタリング・監視体制

の確立 

• 本格的稼動期：法規制に基づいた公害防止制度の実現、環境状態の改善 

• 自律期：政府-企業-市民の信頼関係が増し、企業や市民の自発的な環境意識に基づく

自立的環境管理への発展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典: 松岡 2002をもとに JICA調査団が作成 
 
図 10.2.1 社会的環境管理能力の構成要員 

法・規則
-環境法・規則、 環境基準、排出基準

組 織
- 環境関連の組織

執行制度
- 許認可、監視、監査、 罰則

国家財政
-予算、税制

情報管理
-モニタリング、情報公開

モニタリング･監査
-株主による圧力、市民による訴訟、オンブズマン

住民参加
-EIA、デモ

食料配分管理
-水産資源管理

企業管理
-企業理念、HES-MS
遵法システム
- 報告、規制

インフラ
- 公害対策

市場組織と自主運用
-環境効率、排出権取引、社会的責任、環境協定、
セクター協定

情報管理
- 自主モニタリング、監査、環境報告書

政 府

市 民 企 業
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10.2.2 カザフスタンの社会的環境管理能力 

カ国における環境管理の現状（3-5 章）から考えて、カ国には既にかなりの社会的環境管

理能力があり、本格的稼動期に入っているものと思われる。さらに海外の石油企業が国

際的プラクティスを持ち込み、国内の企業も環境管理の改善を進めていることから、石

油・ガスセクターについては既に自律期に向けて進んでいるようである。しかし、一方

では表 10.2.1 に示すとおり様々な重要な課題をかかえていることも事実である。 

表 10.2.1  カ国における社会的環境管能力の発展と課題 

達成済み 課題 

政府 

• ソ連時代の環境規則の部分的改定とエンフォー

スメント 

• 先進的な環境管理制度（IPPC、EMS、経済的手

段など）を取り入れた新環境法典（環境基本

法）の制定（2007 年） 

• 石油産業に対する環境規制（産業排水のカスピ

海放流の原則禁止、フレアーのコントロールな

ど） 

• 環境インスペクション、企業による排出量報

告、汚染課徴金の徴収、違反者に対する罰金・

訴訟 

• 限定的な環境モニタリング 

• 国家油流出事故対応計画の策定 

政府 

• 既存の環境管理制度は要求事項が多く効率的に

公害防止を実施できていない。 

• 新環境法典を施行するためには二次法や細則を

策定する必要がある。 

• 環境情報が限られており、石油産業の環境影響

を十分把握できない。 

• 情報共有に積極的でなく、政府も企業も情報に

基づいた意思決定が難しい。 

企業 

• 随伴水の地下注入技術の導入 

• 産業廃棄物処分場の建設 

• フレアーのコントロール技術の試験的開発（地

下注入など） 

• 油流出事故対応のための設備準備 

• イオウ処理技術の検討 

• 先進的な環境管理制度の導入 

企業 

• 石油産業は非常に多様で、既に国際的レベルの

先進的な取り組みをしている企業がある一方

で、環境面で立ち遅れている企業もある。 

• 硫黄やフレアー問題などに対する技術的対策が

完全に確立されていない。 

市民 

• 環境問題のメディアによる公表 

市民 

• 情報不足の問題もあり市民の環境管理への参加

が限られている。 

 

10.3 上位目標および目標年 

10.3.1 マスタープランの上位目標 

カ国における社会的環境能力の発展を考慮して、公害防止マスタープランの上位目標は

「カスピ海地域における石油産業の環境影響を最小限にするための社会的環境管理能力

を強化すること」とした。 

10.3.2 目標年 

マスタープランの目標年は 2015 年である。  

10.3.3 方策 

上述の課題を考え、以下をマスタープランの方策に設定した。（図 10.3.1 参照） 
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(1) 新環境法典に基づく効率的な公害防止法制度の確立 

新環境法典の制定に伴い、早急に現実的な 2次法令および規則を策定する。  

(2) 石油業界におけるベスト・プラクティスの推進 

石油・ガスセクターは国際的ベスト・プラクティスを業界の操業基準として導入する必

要がある。新環境法典に基づく技術的排出基準および企業環境コントロールの導入によ

り、ベスト・プラクティスの導入は法的要求事項となると思われる。また、この方向性

は石油・ガス生産の長期的な効率向上につながる。 

(3) 環境情報の質の向上 

新しいインスペクション制度、環境監査、環境訴訟などは今まで以上に信頼性が高く、

証拠となりうる情報を必要とすることから、環境情報、特に環境モニタリング情報の質

の改善が必要となっている。 

(4) 情報のフィードバックと環境コミュニケーション 

環境行政機関や企業による責任ある環境に配慮した行動を促進するため、情報のフィー

ドバックと環境コミュニケーションが重要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典： JICA調査団 
 

図 10.3.1  マスタープランのゴールと方策 
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10.3.4 マスタープラン実施の概略スケジュール 

マスタープランは以下の３つのフェーズで実現するものとする。 

• 検討フェーズ (2007-2010) 

• 制度再構築フェーズ (2007-2013) 

• 試運用フェーズ (2010-2015) 

効果的な公害防止システムを確立するためには、公害防止制度の構築（11 章）、石油・

ガスセクターのベスト・プラクティスの推進（12 章）、環境モニタリング（13 章）、お

よび情報のフィードバックと環境コミュニケーション（14 章）という４つの主要分野の

活動を協調性をもって進めることが肝要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
出典： JICA調査団 

図 10.3.2  マスタープラン実施スケジュール 
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第 11 章 規制制度 

11.1 規制制度制定の戦略 

公害防止の手法としては EIA、排出基準、許認可とインスペクション、罰則、経済的手法、

環境モニタリング、情報公開など様々なものがあり、これらの手法が効率的な公害防止

を実現するため各国で広く活用されている。 新環境法典の思想に応じて適切な公害防止

手法を選定するために、マスタープランでは、以下の戦略を採用する。 

• ベスト･プラクティスの推進 

• 計画段階でのコントロール強化 

• 効率改善 

• 環境管理に係る省庁間調整の改善 

• モニタリング結果に基づくフィードバック機能の構築 

• 環境管理のためのキャパシティ・ディベロップメント 

 

 

ベスト・プラクティスの推進

計画段階のコントロールの強化
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出典：JICA 調査団 

図 11.1.1  規制制度制定に係る戦略及び手法／ツール 

 

11.2 ベスト・プラクティスの推進 

石油/ガス産業自身による自己管理、モニタリング、報告を推進することにより、規制側

にとっても企業側にとっても、簡素、低コストかつ効果的な環境規制を実現することが

期待できる。 
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自己管理手法は、互いに補完しあう一連の手法を導入することに基づくもので、既存シ

ステムの抜本的な発展をもたらすものである。新環境法典は、自己管理の推進によって

石油/ガス生産施設による以下のプラス面を期待できるようになっている。 

• 利用可能最適技術(BAT)を反映した特定技術排出基準の採用  

• 多数の個別排出基準に代わる上記 BAT手法に基づいた複合許可の発行 

• 自己モニタリングおよび自己報告制度をベースにした企業環境管理システム(EMS)型

の「生産環境コントロール」への発展 

• ISO14001 認証を受けた EMS 取得企業に対する財政的インセンティブ（ISO9000 によ

る品質管理システム認証と同様のもの） 

• 良好な環境パフォーマンスに対する見返りとしてのインスペクション頻度の削減 

さらに本マスタープランでは、以下の施策によりこれらの一連のパッケージをさらに推

進することを提案している。 

• 新しい企業に対する EIA 及び SER 手続きを活用した BAT の推進 

• BAT アプローチに関わる教訓を新規及び既存石油/ガス施設に適用するための EIA フ

ォローアップ調査の実施 

• 良好な環境パフォーマンスの一環でありインスペクションの頻度削減にもつながる

ISO 14001 認証を受けた EMS、HSE-MS の推進  

• 良好な環境パフォーマンスに対する年間表彰の実施 

• 環境パフォーマンス及び自己モニタリング結果を公開する企業環境パフォーマンス

報告書の活用の推進 

• EMS 採用あるいは相互支援合意を通した石油企業間、あるいは石油企業と政府/地方

行政間での環境協定締結の推進 

11.3 経済・財政手法 

汚染課徴金システムは汚染低減のインセンティブとしては（企業側、政府の双方に対し

て）不十分であり、環境改善の手段としてより政府の財源確保の面を持つと広く批判さ

れてきた。このような状況の改善が進められており、ISO14001 及び ISO9000 取得企業に

対する課金の削減は促進すべき魅力的な経済的手法となっている。また新環境法典は環

境対策の実施に対する政府貸付以外のローンについての政府保証及び汚染防止に係るマ

ーケットメカニズム（排出権取引）を採用している。 

マスタープランでは、経済的手段において財源確保の目的と汚染防止インセンティブを

分離することを推奨している。課徴金システムに代わり生産量及び企業の形態により定

められる単一の汚染税（pollution tax）が採用されれば、財源確保にかかわる政府の支出

や時間を削減することも可能である。石油・ガス企業の場合、生産分配協定（Production 
Sharing Agreements, PSA）で政府の取り分を調整することにより、このような制度を実現

できる。 

11.4 キャパシティ・ディベロップメント 

本調査では汚染防止に関わる技術能力の不足について述べており、特に環境保護省の環

境検査部については、以下のキャパシティ・ディベロップメントを実施することを提案

する。 

• 石油産業のオペレーションに関して環境行政官/検査官に公的なトレーニングを行う 
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• インスペクションやその他規制活動のため石油/ガス産業の専門家を雇用する 

• 環境保護省スタッフを一定期間、例えば 1 年間、石油企業に派遣する 

• 逆に石油企業スタッフを環境保護省に派遣する 

• 関連省庁による共同インスペクションを拡充させる  

新環境法典や HSE の分野における環境法制度の変化への対応を確実なものとするため、

石油企業の環境管理に関わるキャリア開発も推奨される。 

上記の提案は、短期的なキャパシティの課題に取り組む施策である。マスタープランの

期間に応じた長期的な取組みについては、石油/ガス企業に環境管理担当者として就職す

る可能性のある大学学部生/大学院生に対する環境教育の改善が挙げられる。中期的な施

策としては、環境検査官の実務研修コースの実施を提案する。 

11.5 調整機能の改善  

汚染防止に係る調整をそれぞれのレベルで実施する必要がある。末端レベルでは環境規

制に関わる活動を単一の機関の責任下に統一する方が良好な調整を行うことが可能であ

る。州レベルにおいては、全ての関連機関による調整のための定期会合を行うことを提

案する。国家レベルでは、石油/ガス開発に関わる技術委員会及びカスピ海に関わる環境

委員会の二つの調整委員会の設立を提案する。さらに緊急時の調整機能も必要となるが、

これについては国家流出油対応計画の一環として構築が進められている。  

石油企業間の調整、特に HSE 分野での協力も必要となっており、石油企業の協会である

KazEnergy の拡充が考えられる。 

調整機能の改善が求められる最も重要な分野は一般環境のモニタリングデータの公開及

び活用である。公害防止活動の効果は環境改善目標の達成の有無で評価される。従って、

モニタリング結果の収集及び公開について環境保護省と水文気象庁の調整がより求めら

れる（このためのステップとして、モニタリング情報の交換及び統合に係るプロトコル

を協議するため、両機関の協議が行われた）。科学的データに基づいた規制実施を支援

するため自動モニタリング装置などによる汚染源の定期的なモニタリングの実施も必要

となっている。 

11.6 北部カスピ海の保全 

環境法典は北部カスピ海地域の海岸及び海域における石油/ガス企業の活動を規制するた

めの一連の枠組みを提示している。これには、計画されている国家自然保護地区（NNR）

内での特別な保護施策も含まれる。施策を適用する分野はおおよそ確定しているものの、

NNR の境界はまだ定められていない。自然保護が汚染防止と同様に重要な地域での石油/

ガス企業に係る包括的な環境管理を実施するためには、境界の設定は危急の課題である。 
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第 12 章 石油産業におけるベスト･プラクティスの促進 

12.1 フレアーガスの削減 

フレアーガスの削減については、2004 年の石油法により、開発開始から 3 年間を除き、

通常時のフレアーガス放出が禁止されたため、2006 年 7 月までに各社がフレアーガス低

減計画を作成し、環境保護省に提出した。想定される一般的なフレアーガス削減策は以

下のとおりである。実際の施策は各企業の状況に依存する。 

• パイプラインを敷設してガスとして販売 

• 圧縮機を設置し、石油採取率向上のために地下再圧入 

• 自家燃料ガスとして新規使用 

• 石油化学及びガス工業に対する原材料としてのガスの供給（石油/ガスセクター長期

開発計画（2015）） 

ガスの販売と石油・ガス化学工場への原料供給については供給先が必要であり、自社で

対応できる対策としては地下再圧入と自社燃料ガスとしての新規使用があるが、新規需

要については、エネルギー資源の活用と環境的な行政的バランスが取れた指導の基での

課題の解決が必要となる。 

12.2   随伴ガス利用事業の促進 

随伴ガス利用により化学産業の原材料

もしくは燃料としての随伴ガスの利用

と、石油生産に伴うフレアーやベント

の削減という二つの便益が期待できる。

サワーガスをクリーンエネルギーとし

て利用し、2009 年までに石油企業に求

められているフレアー禁止を実現する

ため、随伴ガス利用事業を推進する必

要がある。随伴ガス利用事業を図

12.2.1 に示す。随伴ガスの利用に際し

ては、油層からの効率的な石油生産を

念頭におき、圧力維持のための硫化水

素、二酸化炭素、有害ガスを再注入す

ることも視野に入れるべきである。従って、深層の油層からの効率的な石油生産に係る

再注入とガス利用の最もよい組合せをシュミレーションによって検討する必要がある。  

12.3 硫化水素とメルカプタンの悪臭対策 

悪臭問題は騒音問題と共に住民からのクレームの主な対象となる。硫化水素（H2S ）及び

メルカプタンは石油及びガス開発に伴う主な臭気発生源となる汚染物質である。 

深層の掘削に伴い掘屑及び廃泥水が発生する。これらは密閉容器に回収され、輸送され、

処理装置で処理（泥水の再生および掘屑の油分除去）されるが、これらの作業の際に、

特に硫化水素濃度が高い場合、悪臭が発生する。TCO は衛生保護ゾーン内の空地に設置し

た密閉型容器に回収・保管しており、Agip KCO では Bautino 基地に処理設備を設置し泥

水の再生および掘屑の油分除去を実施している。Bautino 基地は住宅地に近いため、Agip 

KCO は掘屑の油分除去装置を周囲 10kmの範囲に居住地のない地点に新設中である。  
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図 12.2.1  ガス利用技術 



カザフスタン国カスピ海沿岸石油産業公害防止管理能力向上計画 ファイナルレポート 

 
 

 S - 48 要約 

 
 

深層からの石油開発に伴い、悪臭物質（H2S およびメルカプタン）を含む随伴ガスおよび

原油が生産される。石油開発プラントでは随伴ガス中の悪臭物質（H2S およびメルカプタ

ン）はアミン装置で除去し、硫黄として回収している。また原油中の悪臭物資（メルカ

プタン）は酸化し、悪臭物質ではないダイサルファィドに転換して、原油に戻している。 

また液体硫黄の固化作業時の硫黄中の硫化水素の放散による臭気対策として、液体硫黄

の脱ガス工程が組み込まれている。悪臭物質を含む原油タンクは密閉型（FRT またはシー

ルタンク）にすることが必要である。カズムナイガスは今後設置する原油タンクは FRT

を採用する方針である。 

12.4 炭化水素の排出防止 

原油タンクからの炭化水素の排出は、開放型タンクに変わりシールタンクや FRT を採用

することにより防止できる。大気中の炭化水素及びオキシダント（炭化水素及び二酸化

窒素の反応によりオキシダントが生成される）を測定し、必要であればタンクのタイプ

をより排出の少ないものとすることが望ましい。 

TCO エリアでは将来、石油・ガス化学コンプレックスが Karaton 周辺に設置されることも

あり、石油化学工場からも多量の炭化水素と窒素酸化物が放散されるため、光化学スモ

ッグ（オキシダント）の発生する可能性が高く、石油・ガス化学工場と共に TCO に対し

ても、公平なルールに基づく炭化水素と窒素酸化物に対する規制強化が必要となるもの

と想定される。  

12.5 硫黄副産物の削減 

硫黄は石油生産の副産物である。ロシアのアストラカン油田から Tengiz 油田にかけての

原油は、硫化水素が多く（10-20％）含まれているため、多くの硫黄が生成されることと

なる。残念な事に現在の硫黄市場は供給過多であり硫黄を販売することは難しい。原油

生産の増大に伴い生成される硫黄量も増大することになり、硫黄の販売のみでは問題を

解決することはできなくなる。企業及び関係機関が処理方法検討のためのワーキンググ

ループを設立した。硫黄の問題は高濃度の硫化水素を含む石油開発にあたって避けられ

ない問題であり、簡単な解決方法はない。ワーキンググループの設立は適切な対応であ

る。 

12.6   原油積み出しターミナルにおける油スラッジ対策 

2011 年以降の原油増産計画が促進されると、タンカー輸送のための原油出荷基地やパイ

プライン基地に原油貯蔵タンクが数多く新設され、ターミナルのタンク中の油スラッジ

が増加する。油スラッジは、タンク下部の腐食を防止するため、定期的に取り除く必要

がある。従って、油分による土壌汚染といった環境問題を防止するためにスラッジ処理

が必要となる。日本ではタンク清掃作業の際に堆積したスラッジ中の有効油分の回収に

よる排出量の削減を目的とした自動洗浄法が一般的に行なわれており、労働コストの削

減のみならず、清掃の効率化に大きく貢献している。 

12.7    廃棄物管理システム 

廃棄物管理システムは石油及びガスセクターの環境管理で最も重要な側面の一つである。

廃棄物に係る問題は一般的であるため、廃棄物管理に係る総合的な取り組みが不可欠で

ある。したがって日本、ヨーロッパ、米国といった工業国で実践されているような適切

な廃棄物管理システムの導入を推奨する。廃棄物管理はその生成、処理、最終処分に関

わる管理を規定した廃棄物管理計画に基づき実施する必要がある。マニフェストシステ

ムは廃棄物の移送の履歴を追うのに有効である。廃棄物処理は企業の責任で行われるが、
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このような総合的な取組みを行うため、政府が廃棄物管理に係る明確な規則を制定する

必要がある。 

12.8 過去の石油産業の活動による汚染に対する対策 

過去の石油産業の活動による汚染問題として、石油汚染土壌の存在と閉鎖処理が不適切

であった水没油井からの油流出が挙げられる。 

2005 年現在、アティラウ州及びマンギスタウ州において、4,650 ha の汚染土壌が確認さ

れている。修復事業は毎年実施されているが、その進捗は企業によって異なる。従って、

環境保護省が修復事業終了の明確な期限を設定する必要があるとともに、修復技術、最

終処分の方法及び処理施設について検討するワーキンググループの設置が望まれる。 

地質委員会が実施している所有者不明の廃油井の対応については本報告書 3 章を参照さ

れたい。廃油井の閉止作業については所有者の責任で個別に対応されているが、対応が

必要な廃油井については対応目標年度を設定する等、地質委員会での一元的管理が望ま

れる。  

 
油田地帯の土壌汚染              水没廃油井の閉止作業 

図 12.8.1  汚染土壌及び水没廃油井の閉止作業の写真 
 

12.9 油流出事故対策 

2011 年には KCTS プロジェクトが開始され、北部カスピ海には原油タンカーによる輸送

活動が増大するため、大規模流出油事故のリスクが増大する。事故被害を最小化するた

めに国家油流出事故対応計画 (NOSRP)が重要となる。NOSRP は現在、エネルギー省、環境

保護省および運輸省の指導のもと、緊急事態庁が改定を行っており、2007 年中頃に終了

する予定である。現在の NOSRP (未改定のもの) と国際的に認められたガイドライン 

(IPIECA)との比較はメインレポートの第 3 章に記載した。環境脆弱性を考慮しカスピ海

の油流出に係る明確な地域毎（アティウ州及びマンギスタウ州）の対応計画を策定する

ことが求められる。地域毎の計画は、ワーキンググループでの関連機関の協議により策

定する必要がある。 

12.10 カスピ海における海底油田・ガス田開発に伴う特別な配慮 

カスピ海は閉鎖された海域で、一般の外洋と比較すると海水の自然浄化力は小さく、一

旦、汚染されると復旧するまでには長期の時間を要すると想定される。従って、石油開

発の一連のサイクルにおいて閉鎖性海域のための特別な施策の採用が必要になると考え

られる。海域における石油開発にあたっては世界的に、技術的な挑戦と問題克服のため
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の新技術の導入が図られている。北部カスピ海地域は閉鎖性で浅い海域であることから、

新しい環境保全技術の導入と水質モニタリングが必要となる。 

(1) 試掘計画 

フローテストについては、テスト後に生産流体をフレアー焼却する以外の方法が現在確

立されていないため、この際に発生する大気汚染物質（二酸化硫黄等）および未燃炭化

水素および油滴等による大気および水系への汚染が想定される。このため、通常は坑井

流体フローテスト期間の最短化が図られる。環境上脆弱な地域の場合には、傾斜掘りや

水平掘りの最新技術を採用し、環境影響の少ない遠距離からの掘削計画を採用すること

が望ましい。掘削リグの生活排水の放流は禁止し、掘削作業に関わる周辺海域での水質

モニタリング実施が望まれる。 

(2) 施設計画 

北部カスピ海は、水深が浅く冬季は氷結する海域なので、海洋生産設備は、人口島タイ

プが多く採用されると想定される。人口島の設置場所については、海域の生態系や海流

等の影響を考慮して慎重に検討する必要がある。水平堀を含む大偏距掘削（ERD）等の技

術革新は年々進歩しているので、この技術を利用し、環境影響の少ない場所を掘削位置

として選定し、海洋構造物の数を少なくする。パイプラインに係る主な課題は、硫化水

素による腐食防止のための素材選定、環境脆弱性を考慮したルート選定、海岸への接続

方法の配慮である。  

12.11 安全 

カスピ海沿岸のベルト地帯（深層）からの石油開発の場合には高圧力で高濃度の硫化水

素（10-20%）が含まれるため、環境上の配慮と共に安全上の配慮（漏洩した硫化水素に

よる暴発防止）が必要である。 

12.12 健康・安全・環境管理システム (HSE-MS) 

最近 ISO 14000 といった環境管理に関わる国際標準、及び個人の安全と衛生にかかわる

安全・健康管理システム (OHSAS 18000 シリーズ) や同様の管理手法が環境保護・管理

に広く用いられている。石油・ガスセクターでは、労働衛生、環境、地域のコミュニテ

ィとの係りが特に重要となるため、衛生・安全・環境管理システム(HSE-MS)を導入して

いる。以下の表に HSE-MS の重要な要素を記載する。 

表 12.12.1  HSE-MS の重要な要素 
HSE-MS 要素 取組み 

リーダーシップ及びコミットメント トップダウンのコミットメントと企業理念が不可欠 
政策、戦略および目的 労働衛生、安全、環境に関わる企業の行動原則の規程

組織、資源、文書 効果的な HSE パフォーマンスのための人材、資源、

文書の組織化 
リスク評価及び管理 健康・安全・環境に係るリスクの確認、リスク低減施

策の策定 
計画策定 変化に対応した計画策定、緊急時の対応 
実行及びモニタリング パフォーマンスの確認、必要なアクションの確認 
監査及びレビュー システムの定期的な評価 

持続性の維持 
出典: E&P Forum, 19941 

                                                
1 E&P Forum, Guidelines for the Development and Application of Health, Safety and Environmental 
Management Systems, Report No. 6.36/210, July 1994 
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主要な石油企業は既に HSE-MS を所有しているが、HSE-MS を導入していない企業、及び本

社（例、カズムナイガス）が一般的な HSE-MS を所有しているが、より詳細なシステムを

構築する必要がある企業は、HSE-MS の要求事項に対する十分な理解が求められる。環境

保護省は環境管理システムがもたらす便益を理解しており、ISO14000 シリーズ及び

ISO9000 シリーズ認証企業に対する経済的なインセンティブを導入している。環境保護省

は、生産環境コントロールといったシステムの導入により、さらなる環境管理システム

の促進を図ることを推奨する。  

12.13 企業の自己モニタリング 

新環境法典の施行に伴い特定技術排出基準、複合許可、生産環境管理が導入されること

になっており、これらの要求事項を満たし、石油開発に伴った HSE にかかわる課題を管

理するためにも、企業による自己モニタリングの強化が望まれる。 
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第 13 章 環境モニタリング 

13.1 総論 

図 13.1.1 は、環境モニタリング、企業と政府機関による公害防止（環境管理）プログラ

ム及び環境インスペクション/監査の関係を示している。 

環境の
状況

環境の
状況

環境への
影響

環境への
影響

汚染防止
（環境問題への

対応）

汚染防止
（環境問題への

対応）

政策及び
計画

政策及び
計画 行動行動

投入投入

結果結果

環境モニタリング
プログラム

環境管理プログラム

汚染源モニタリング

一般環境
モニタリング

環境への
圧力

環境への
圧力

生態系への影響の
モニタリング

環境インスペクション及び監査

環境保護省

水文気象庁

環境保護省/
農業省

企業

環境保護省

 

出典：JICA調査団 

図 13.1.1 環境モニタリング・プログラムと環境管理プログラム並びに 

環境インスペクション/監査の関係 
 

環境モニタリング・プログラムは、公害に関する汚染負荷‐汚染状況‐影響に関する情

報を提供するもので、この情報は公害防止プログラムに対し提供され、環境施策の計画、

必要な投入の推計、実施、並びに評価の実施に役立てられる。また、公害防止プログラ

ムを実施するにはあたっては、方針と計画、投入（例えば、予算や他のリソース)、行動

（例えば、実行された活動）、成果（例えば、汚濁負荷量の減少）についての情報も必

要となる。公害防止プログラムの実績は、環境インスペクションと監査を通じて、法規

制の遵守と期待される環境改善効果により確認する。これらが「成果ベース」の環境管

理の基礎となるものである。  

13.2 戦略 

(1) 総合的環境モニタリング・プログラムの開発 

現在の環境モニタリング制度（環境への圧力、環境の状況、環境への影響のモニタリン

グ）は統一された活動となっていないことから、環境情報のニーズを踏まえ、再構築す

る必要がある。従って、マスタープランでは新しい環境モニタリングシステムのフレー

ムワークを提案した。 
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 (2) 情報発信の促進 

環境に係る政府機関を含む様々な組織や民間企業はそれぞれ環境モニタリングを実施し

ているが、それらの情報は制度面の問題から他の機関が活用することは困難で、正しい

情報に基づいた意思決定を難しくしている。関連機関の連携を改善する必要がある。本

内容については 14 章で述べる。 

(3) 監視システムの近代化 

新環境法典は特定技術排出基準、複合許可制度、生産環境管理や他の方策を導入してい

る（第 4 章及び第 11 章参照）。従って、インスペクション制度も改定が必要であるが、

排出基準、許可制度及び自己規制の詳細といった今後検討すべき内容を踏まえ、新しい

インスペクション制度を定めることとなる。全般的な提案については第 11 章に記載して

いる。 

13.3 一般環境モニタリング 

13.3.1 目的 

• 石油産業の環境影響を評価するため、カスピ海およびその周辺部の大気質、水質/底質

及び自然生態系の状態を確認する。 

• カスピ海の自然資源利用者の適格性を評価するためにインスペクションにより石油産

業の活動に係る情報を収集する。 

• カスピ海における石油産業により生じる可能性のある汚染管理に有効な情報となる、

圧力、状況（影響を含む）、対応に分類される環境指標を設定し監視する。 

• 大規模な石油流出事故に対処する緊急時対応計画の運用のための情報を収集する。 

• 大規模な石油流出事故時の油膜拡散シュミレーションモデル作成に必要な情報を収集

する。 

13.3.2 モニタリング項目 

(1) 水質/底質モニタリング 

一般環境大気モニタリング活動における主なモニタリング項目 (案)を表 13.3.1 に示す。 
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表 13.3.1  主なモニタリング項目の提案 
モニタリング 環境の現状及び

変化の把握に必

要な情報の収集 

石油開発及び既存石

油関連施設による北

部カスピ海への影響

を確認するための情

報 

石油産業活動以外

で北部カスピ海の

環境変化を引き起

こす要因を検討す

るための情報 

生態系への

影響要因を

検討するた

めの情報 

国家モニタリング

システム構築に関

わる定期的なモニ

タリング 

pH、化学的酸素

要求量、懸濁状

物 質 、 溶 存 酸

素、重金属、無

機イオン 

油分（全石油系炭化

水素）、重金属 
全窒素、全りん、

重金属 
--- 

大規模な石油開発

施設、水没油井の

影響、生態系への

影響要因検討のた

めの個別プログラ

ムに沿ったモニタ

リング 

pH、化学的酸素

要求量、懸濁状

物 質 、 溶 存 酸

素、重金属、無

機イオン 

油分（全石油系炭化

水素）、石油関連有

害有機物、重金属 

窒素、りん、クロ

ロフ ィル、重 金

属、農薬 

魚類等、生

物中の重金

属濃度及び

石油関連有

害有機物濃

度 

出典：JICA調査団 
 

(2) 大気質モニタリング 

現状において、大気モニタリングの分析項目として粒子状物質が測定されているが粒径

により、粒子状物質の健康への影響の度合いが異なることに留意する必要がある。健康

リスク管理の観点から、粒径が 10μm以下の PM10を測定することを提案する。  

13.3.3 モニタリング地点 

重要と考えられるモニタリング地域は表 13.3.2 及び図 13.3.1 に示すとおりである。図

13.3.1 には、広域汚染モニタリングプログラム（RPMP）の底質モニタリング地点も合わ

せて示している。これらの地点は水質及び底質の経年的なモニタリングを行う代表的な

モニタリング地点として設定する。 

表 13.3.2 モニタリングに関わる重要な地域 
No. 地 域 説 明 
1 ウラル川河口周辺 陸上からの汚濁原の主要な流入源で

あるとともに、鳥類の重要な生息域

となっている。 
2 Kashagan 油田及びパ

イプライン周辺地域 
近い将来の主要な汚染源となりうる

Kashagan 油田施設の周辺地域であ

る。 
3 北部カスピ海中心域 調査対象地域の水質を代表できる地

域の一つであると考えられる。 
4 カラムカス構造域 将来的に大規模な開発が実施される

可能性のある地域である。 
5 北部及び東部海岸域 鳥類の生息域として重要な地域であ

る。本地域は水深が極めて浅くモニ

タリングの実施が困難なことから、

特別なプログラムに基づきモニタリ

ング地点を設定する。 
出典：JICA調査団                    出典：JICA調査団 

 

5

図 13.3.1  モニタリングに関わる重要な地域 
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13.4 汚染源モニタリング及び流出油モニタリングへの提案 

民間石油企業は環境保護省に提出し承認されたモニタリング計画に則って自己モニタリ

ングを実施している。TCO および Agip KCO の環境モニタリング計画は、国際的にみても

要求度が高く、国際的に受け入れられるものであり、今後カスピ海エリアを開発する企

業の参考となる。     

表 13.4.1 石油企業のモニタリング項目の例 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ Kashagan Tengiz 
企業 Agip KCO TCO 
位置 海域 陸域 陸域 

ばい煙 燃料, フレアガス, NOx 
SO2, , RSH, PM 等 

燃料, フレアガス,
SO2/H2S NOx, CO 

燃料, フレアガス, 温度 
SO2, NOx, CO 

CO2  
(計算値) 

○ ○ ○ 

排水 流量, 水温, TSS, PH, 油
分, COD, T-N, T-P 等  

流量, 水温, TSS, 
PH, 油分, BOD,  

流量, 水温, TSS, PH, 油分, 
BOD, 重金属 

化学物質  投入量及び排出量 
掘削汚泥 

投入量及び排出量 投入量及び排出量 

廃棄物 量及び処理状況 量及び処理状況 量及び処理状況 
Radiation 
(NORMs)  

〇 X 〇 

出典 : カシャガン EIA 報告書,  TCO モニタリング年報 

表 13.4.2 に石油・ガス企業の汚染源監視のために現行の項目に追加すべきモニタリング

項目を示す。 

表 13.4.2  石油関連モニタリング項目 
物 質 測定対象 

石油成分 
炭化水素（特に不飽和炭化水素）は窒素酸化物とともに光化学反応の影響を受

け、二次汚染物質であるオゾンを生成し、光化学スモッグの要因となる。 

大気 

揮発性炭化水素 
タンクの開閉や輸送機関への積込み、含油下水から大気中へ蒸発する。ベンゼン

のように発がん性のある物質が含まれる。 

大気 

硫化水素 
油井から発生する随伴ガス中に硫化水素が含まれる。 

水質 

多環芳香族炭化水素 (PAHs) 
石油成分に含まれる多環芳香族炭化水素(PAHs)の一部 は発がん性を有する有害物

質であり健康リスク検討の必要な物質である。これらの物質は将来的にストック

ホルム条約の規制対象となる可能性もある。 

大気、水質/底質

出典：JICA調査団 

将来的に北部カスピ海において石油関連産業の活動が活発化した際、汚染源モニタリン

グ及び流出油モニタリングにおいて、汚染源の特定を図らなければならないケースが発

生する可能性がある。汚染源が不明な場合、その特定を試みる手法としてフィンガープ

リント解析がある。  
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13.5 インスペクションと民間企業による自己モニタリング 

新環境法典の導入により、環境当局による政府環境管理の制度も、企業の自己管理によ

る生産環境管理の制度も、大幅に変更されると考えられており、これにより企業および

環境保護省地方局/インスペクターの活動も大きな影響を受ける。 

規則の詳細が制定されていないことから、新しいインスペクション/自己管理制度を考案

することは難しいが、新しいインスペクション・システムでは多数の項目に関わる排水/

排ガスの検査といったプロセス下流部の規制より、利用可能最適技術（BAT）の採用状況

など上流部のコンプライアンスに重点が置かれることになる。よって、環境検査官や企

業の環境担当を対象にした国際的なベスト・プラクティスについてのトレーニングが緊

急的な課題となる。 

その一方で、ばい煙、排水のモニタリングは環境法令違反や環境影響を立証/棄却するた

めに依然として重要である。新制度では規制対象のモニタリング項目を 40 程度に削減す

るとともに、環境パフォーマンスに応じてインスペクションの回数を削減することが提

案されており、これらの削減によって環境検査官や企業の環境担当官がプライオリティ

に応じて環境保全に関わる日常業務を実施できるようになることが期待されている。 
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第 14 章 情報のフィードバックと環境コミュニケーション 

14.1 はじめに 

本章では環境情報を通じて政府機関や石油・ガス企業の環境配慮を誘導する方法を検討

する。図 14.1.1 に環境情報によってどのように社会的環境管理能力の構成要員による環

境管理が強化できるか模式的に示す。 

環境行政 企業
ｴﾝﾌｫｰｽﾒﾝﾄ

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

一般市民、利害関係者、
株主

環境行政 企業

ｴﾝﾌｫｰｽﾒﾝﾄ

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

一般市民、利害関係者、
株主

環境白書、
技術報告書

企業環境
報告書

ｻﾎﾟｰﾄ･
圧力

現在

将来

ｻﾎﾟー ﾄ･
圧力

 

出典: JICA 調査団 

図 14.1.1  環境情報による環境管理能力の強化 
 

14.2 政府機関の環境報告 

14.2.1 環境行政機関による環境報告 

環境白書は環境状態（例、大気質や水質）、環境圧力（例、汚濁負荷量）、住民や生態

系への環境影響、政府の環境問題への取り組みなどを総合的に網羅した一般住民向けの

報告書で、環境が生活上安全かどうか、地域の主要な環境問題は何か、あるいは地域の

環境問題に対処するために政府が何をしているかなど、住民が持つ一般的な質問に対応

したものである。アティラウ地域ではそのような報告書がまだないことから、環境保護

省地方局、州政府、水文気象庁、その他の関連機関が合同で環境白書を発行することが

望ましい。白書の作成は環境保護省地方局か州政府が主導し、環境保護省本省は白書の

作成についてガイダンスをすることが考えられる。 

環境行政機関は専門家をターゲットにした質の高い技術レポートを発行していく必要も

ある。効率的な公害防止制度を構築するため、本マスタープランは環境影響評価フォロ

ーアップ調査、最適技術の評価、経済的手段の検討などを提案しており、これらの検討

結果は報告書として関係者に公表されなければならない。 
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14.2.2 他の公的機関による環境報告 

エネルギー省、非常事態省、農業省などの機関についても、それぞれの業務に関わる報

告の中で環境面についても取り上げることが望まれる。報告書ではそれぞれの機関の環

境目標や、環境パフォーマンスに関連した資源（例、予算、人的資源）、プログラム、

活動、将来の環境活動計画などについて記載することが考えられる。 

14.3 企業環境報告書 

株主や他の関係者に対する企業のイメージは企業経営にとって非常に重要なものとなっ

てきており、企業の環境配慮の原動力になってきている。よって、世界の多くの企業は

企業環境報告書を発行して企業の環境パフォーマンスや環境対策について情報公開して

いる。表 14.3.1 に石油・ガスセクターの典型的な企業環境報告書の枠組みを示す。 

表 14.3.1  石油・ガスセクターにおける典型的な企業環境報告書の枠組み 
セクション 内容例 

パフォーマンスの概

要と CEO ステートメ

ント 

• 企業のビジョンと戦略：製品やサービスのもたらす環境便益、製

品や活動がもたらす環境影響、持続可能な開発のあり方 

組織概要とその境界 • 主要な製品やサービス 

• 組織体制、部門、子会社、ＪＶ 

• 事業実施国 

• 環境報告に関連する組織（従業員数、生産量、売上高など） 

• 主要ステークホルダー 

• 経営構造 

• 前回の報告からの組織運営上の変更点 

• JV や子会社、パートナーシップの取り扱い 

• これまでの報告の概要 

原則、ポリシー、ミ

ッション、行動規

範、規則 

• 労働衛生、安全、環境（HSE） 

• 社会面（雇用、地域コミュニティとの関係、権利（例、労働者、

雇用機会、社会保障、サプライヤー/コントラクター）） 

• 経済財務関連（例、汚職防止、契約） 

• 業界組織への参加 

管理システム • タイプなど（ISO14001 その他） 

• 目的とターゲット 

• 実行状況と認証状況 

• 評価 

• コントラクター/サプライヤーのパフォーマンス・管理システム 

パフォーマンス • パフォーマンス向上に関わる主要なプログラム 

• コミュニケーションやトレーニング 

• パフォーマンス指標 

• 内部/外部評価 

出典: IPIECA & API, 2005 
 

企業環境報告書の発行は各企業のイニシアティブに任せるのが原則だが、各企業が全く

異なった報告書を作成すると企業の環境パフォーマンスを比較するのが難しくなる。よ

って石油企業協会（KazEnergy あるいはカ国持続可能開発のための天然資源利用者協会）

は石油・ガス企業の企業環境報告書についてガイドラインを出し、カ国の環境法令に準

拠した指標を設定することが望まれる。 
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14.4 環境影響評価を通した環境コミュニケーション 

環境影響評価では企業（事業者）、政府および環境 NGO や他の利害関係者を含む市民が

環境影響評価に関わる資料をベースに代替案や対策案を総合的に協議することができる

ことから、持続可能な開発を考えるには理想の場と言える。なお環境影響評価の資料は

提案されている開発計画の内容、社会・環境の現状、法的要求事項、想定される環境社

会影響やリスク、予測に関わる仮定、対策案やモニタリング内容などがカバーされる包

括的なものである。 

カ国政府は環境影響評価の重要性を既に認識しており、従来の政府環境レビューを拡張

してコンサルテーションが含まれるようになってきている。しかし、コンサルテーショ

ンには住民や地元企業、政府機関、政治家などの利害関係が絡むことから、そのプロセ

スは非常にダイナミックで予想が難しく、思うようには運ばないものである。コンサル

テーションには標準的な方法はないのが実状だが、本マスタープランではどのように効

果的な環境影響評価を進めるべきかアドバイスをし、参考図書も紹介した。 

14.5 環境データベース 

新環境法典ではマルチ・ユースの情報システムとして国家統一環境・自然資源モニタリ

ングシステムが提案されている。同システムは、一般市民に対して無償で公開されるも

ので、(i) 環境状況のモニタリング、(ii) 自然資源のモニタリング、(iii) 特別モニタ

リング、から構成される。水文気象庁と環境保護情報分析センターでは既に同システム

の核となる GIS システムの構築を進めており、カ国は環境情報データベースの構築に向

けて望ましい方向に進んでいる。しかし、データベースの作成は膨大な作業である。環

境保護省は(i) エンド・ユーザーが情報を利用する能力を考慮すること、(ii) 水文気象

庁と環境保護情報分析センターの業務をサポートして、データベースを公式に立ち上げ

ること、(iii) 他の情報源とのリンクを設定すること、(iv) 環境保護省地方局の内部用

データベースの開発すること、などを意識しながら段階的な開発を進めることを提案す

る。 

また同システムに加えて、汚染源/企業データベースの構築を推奨する。データベースの

開発には専門家の参加が必要であることから、環境保護省本省（例、環境資源保護管理

委員会）が全地方局のためにプロトタイプのデータベースを開発することが望ましい。 

14.6 国際ガイドラインおよび規則の現地語データベース 

環境行政機関の多くは環境管理や石油産業のベストプラクティスに関する国際的な規準

やガイドラインの情報を持っていないことから、環境保護省、エネルギー省、石油企業

協会などの機関が翻訳された資料を共有することが望まれる。ロシアや他の旧ソ連国の

関係機関とも協力し合うことが考えられる。 

14.7 環境情報へのアクセシビリティ 

情報がなかなか公開されないのは、関連機関のスタッフの多くが情報を公開して良いか

判断できないためだと思われる。政府機関の役職者は情報の内容を検討した上で、情報

公開のレベルを明確に決定すべきである。情報公開の方法としては、印刷や送付のコス

トのかからないインターネットの利用が最も手軽であろう。ウェブ・サイトの改善が望

ましい。一方で、インターネットにアクセスがない人も多く、印刷した報告書、小冊子、

学校教材、パンフレット、TV/ラジオ、技術論文などの他の手段のメリットもあることか

ら、これらの手段も広く活用すべきである。 
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第 15 章 結論および勧告 

15.1 結論 

本調査はカザフスタン国カスピ海地域の石油およびガス・セクターにかかわる環境問題

に対処するための公害防止マスタープランの策定と、環境をモニタリングし管理するた

めの地域の能力向上を目的として実施したものである。調査は 1.5 年（2006 年 3 月－

2007 年 9 月）にわたり次の 3 つのフェーズで行った：(i) 現状分析（フェーズ I、2～6

章）、(ii) パイロット・プロジェクトの実施（フェーズ II、７～9 章）、(iii)マスタ

ープランの開発（フェーズ III、10～14 章）。 

本調査の結果、カザフスタン政府と当該地域の石油企業は公害防止のために既に様々な

取り組みをしていることが明らかになった。  

• 多くの石油企業は排水のカスピ海への放流禁止を実施しており、環境上問題のあ

る蒸発池による排水処理に代わる方法として随伴水の地下注入を導入している。

石油企業の中には既に石油流出事故に対応する高度なシステムを整備しているも

のや、廃棄物の環境影響を最小化するため管理型処分場を建設しているものもあ

る。地域の油田は高圧で硫化水素を多量に含んでおり、フレアー処理や硫黄の問

題は大きな課題となっているが、エネルギー鉱物資源省および石油企業はフレア

ーや硫黄の問題に対処するために協力を進めている。 

• 同様に政府による環境規制も近年改善してきている。カザフスタンではすでに許

認可、排出/環境基準、汚染課徴金などからなる基礎制度が確立しており、政府環

境審査、環境インスペクション、環境訴訟などによるエンフォースメントも行わ

れている。これらの制度は基本的にはソビエト時代から継承したものであるが、

モニタリング制度の再構築、環境影響評価制度の導入、国家油流出事故対応計画

の策定など環境管理制度の充実・効率改善に努めている。 

• 特に 2007 年初頭に発効した新しい環境法典はカザフスタンの環境行政において非

常に重要なものである。この基本法は非現実的な排出基準といった過去の環境規

制の問題点を改善するとともに、最適技術に基づいた許認可制度、企業環境管理

制度といった新しい概念を導入している。これによって環境規制は従来の末端

（エンド・オブ・パイプ）規制に加えて最新の生産技術導入により環境を生産プ

ロセスの上流から規制することに焦点を当てるようになってきており、企業に自

己規制を誘導する方向に進んでいる。 

• これらの努力とカスピ海が広大であること、さらにかつての石油生産活動が陸域

に限定されていたこともあって、カスピ海の環境はいまだに比較的良好である。 

しかし、海上油田の開発に伴い石油生産量は 2005 年の 24 百万トン/年から 2015 年には

140 百万トン/年へと増加することが見込まれており、汚染物質の排出量も 10 章に述べた

ように増加すると思われる。よって、早急に効率的な公害防止制度を確立する必要があ

り、このために以下に挙げるような主要な対応を実施する必要がある。 

• 新しい環境法典を実施するために二次法や詳細な規則の制定が必要になっている。

これらなしに新しい公害防止対策を運用することはできない。 

• 硫黄処理、随伴ガス・随伴水処理、水没廃油井の閉止、汚染土壌の修復、廃棄物

管理など、対策技術の開発が課題として残されている問題がある。随伴ガスの有

効利用、油田の圧力管理と一体となったサワーガスや排水の地下注入といった、

総合的なアプローチを導入することが環境効率の向上につながると思われる。 
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• 石油・ガス業界は非常に多様であり、国際的なレベルで操業している企業もあれば、

立ち遅れている企業もある。業界全体の環境パフォーマンスを適切なレベルに向上さ

せる必要がある。 

• 環境モニタリングはソ連崩壊とその後の経済停滞期に後退したことから能力強化が必

要である。環境モニタリング能力の向上を推進するため、本調査では水文気象庁と環

境保護省アティラウ局を対象に、環境サンプリング、分析、品質管理、GIS・衛星画像

技術の環境分野への適用などに関わるパイロット・プロジェクトを実施した。 

15.2 勧告 

社会が環境問題を克服する能力は社会的環境管理能力と呼ばれており、政府・企業・市

民がその主要な構成要員である。環境管理を向上させるためには、これらの構成要員の

能力を向上・発展させる必要がある。本調査ではこれらの能力向上をどう行うか検討し

公害防止マスタープランを提案した（10～14 章）。マスタープランは、 (i) 検討フェー

ズ、(ii) 制度再構築フェーズ、(iii) 試運用フェーズ、の 3 フェーズで実現するように

なっている。環境保護省および他の関係機関は、カスピ海地域の環境保全と持続可能な

開発を達成するため、マスタープランを実行し関係者の能力向上を図ることを提言する。 

• マスタープラン実施の第一歩は本報告書のレビューである。環境保護省、エネルギー

鉱物資源省、非常事態省、農業省、水文気象庁、経済予算計画省、石油企業/石油企業

協会など関連機関は本報告書をレビューし、効率的な環境管理制度を確立するために

それぞれの機関がどのような位置におり、今後何をしなければならないか検討すべき

である。 

• 環境保護省は環境行政官、生態系専門家、組織制度専門家、公害防止専門家、経済専

門家、公衆衛生専門家などからなるカスピ海環境委員会を設立することを提言する。

これらのメンバーはカスピ海地域の環境脆弱性、環境圧力/状態/影響の相互関係、現

状と新環境法典の制度的/組織的ギャップの検討をする。[11 章]  

• これと平行してエネルギー鉱物資源省は環境保護省と協力して、公害防止専門家、HSE

責任者、環境行政官、エンジニア、地質専門家などから構成される石油・ガス技術委

員会を設立すべきである。これらのメンバーは、石油・ガス企業の現状と国際的なベ

スト・プラクティスとのギャップを検討する。石油・ガス企業の参加は必須であり、

石油企業協会がこれを調整することが考えられる。[12 章] 

• これらの検討結果に基づいて環境保護省は効率的な環境規制制度の再構築のためのタ

スクフォースを組織すべきである。新しい制度の中心となるのは企業によるベスト・

プラクティスの総合的導入である。環境行政機関は施策を推進するために、許認可制

度、排出基準、インスペクション制度、環境影響評価制度などの更新を行わなければ

ならない。[11 章] 

• 新しい環境管理制度を評価し改善するために、企業、環境保護省/水文気象庁、州政府

および他の機関は環境管理の状況を定期的にモニタリングすべきである。これには環

境状態（大気汚染や水質汚濁）、環境圧力（汚濁負荷量）、環境影響（石油・ガス開

発活動の生態系影響など）が含まれる。環境管理制度を改善するためには信頼できる

情報が不可欠であり、環境情報の質の向上が必要となる。アティラウの地域環境モニ

タリングセンターへのサポートや、環境保護省地方局に対する科学的なインスペクシ

ョンや排出源モニタリングの実施についてのサポートが求められている。[13章] 

• 現状では環境管理は行政による法規則のエンフォースメントと企業によるその遵守と

捉えられており、一方で市民や株主による企業や政府機関の環境/財務アカウンタビリ

ティについての要求といった社会的圧力はあまり活用されていない。しかしこのよう

な圧力は企業や政府機関の環境アカウンタビリティを向上する上で重要な要因となる



カザフスタン国カスピ海沿岸石油産業公害防止管理能力向上計画 ファイナルレポート 

 
 

 S - 62 要約 

 
 

• 現状では環境管理は行政による法規則のエンフォースメントと企業によるその遵

守と捉えられており、一方で市民や株主による企業や政府機関の環境/財務アカウ

ンタビリティについての要求といった社会的圧力はあまり活用されていない。し

かしこのような圧力は企業や政府機関の環境アカウンタビリティを向上する上で

重要な要因となる可能性がある。環境保護省や企業、そして他の機関はより幅広

いステークホルダーに対して環境情報を戦略的に公開していくことを推奨する。

[14 章] 

• マスタープランの実施には予算確保、関連機関との調整、適当な意思決定機関

（議会、省など）による法令や規則の承認、などが必要になり、これらの手続き

だけでも膨大な時間と労力が必要になる。よって環境保護省や他の関連機関は達

成可能な短期目標をスタート地点にしての段階的なアプローチをとることを提言

する。その第一歩は本報告書のレビューと提案された委員会の組織であり、これ

らは達成可能な短期目標である。 

最後に本調査を実施するにあたって、環境保護省、エネルギー鉱物資源省、非常事

態省、農業省、環境保護省アティラウ局、地質委員会、石油企業、民間分析機関な

ど多くの機関に協力を頂いた。本調査を実施できたのはこれらの機関の参加のおか

げであり、調査団員はここに関係者の協力に対して深い感謝の意を表したい。この

ような関係機関間の協力関係がマスタープラン実施の礎になると確信する。. 
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